
先端技術による豊かなICT社会の基盤構築

電子デバイスのグリーン化

ネットワークのグリーン化

グリーンイノベーションへの貢献

～低消費電力化、高集積化～
（新）低炭素社会を実現する超低電圧

デバイスプロジェクト（経産省）、等

豊かなサービスの実現
～ヒューマンインタフェースの高度化～

（継）ユニバーサル音声・言語コミュニ
ケーション技術の研究開発（総務省）、等

～光通信等による超高速インターネットの実現～
（新）高速処理・省電力化を実現するネットワークノード構成技術の研究開発（総務省）
（新）超高速光エッジノード技術の研究開発（総務省）
（継）フォトニックネットワーク技術に関する研究開発（総務省）、等

～クラウド等による省エネ化～
（継）グリーンITプロジェクト（経産省）、等

～セキュリティ対策の強化～

健康長寿社会への対応
～ロボットによる生活支援～

（継）高齢者・障害者（チャレンジド）
ためのユビキタスネットワーク
ロボット技術の研究開発（総務省）

（継）次世代ロボット知能化技術
開発プロジェクト（経産省）

一体的に連携して推進



（金額の単位：百万円）

優先度
（原案）

優先度
（最終決定）

施策名 所管
概算

要求額
最重要

政策課題
重点推進

課題
施策の概要

（施策の必要性）
ヒアリング時における有識者コメント（有

識者議員名）
ヒアリング時における外部専門家コメント

（匿名）

優先度の理由（原案）
（分野としての技術課題等、競争的資金の場合

は、制度面での課題も指摘）

優先度の理由（最終決定）
（分野としての技術課題等、競争的資金の場合は、制

度面での課題も指摘）

【ネットワーク】

S
高速処理・省電力化を実現す
るネットワークノード構成技術
の研究開発

総務省 561 ○ 革

ネットワークの情報量および消費電力は今後も
一層増大すると予想されており、増大する情報
を収容しつつ、２０２０年にＣＯ２排出量１９９０年
比２５％削減を実現するためには、高速処理・
省電力化を実現するネットワークノード構成技
術の研究開発を実施することが必要である。
これに対し、ネットワークの情報量増大に伴う高
速化ニーズへの対応、ルータ等のネットワーク
ノード（以下、ノード）の消費電力削減による地
球温暖化対策への貢献、ノード市場における我
が国の国際競争力強化を推進するため、平成
２２年度～平成２４年度の３カ年計画により、
ノード内の制御部の新たな構成技術を確立し、
現行比１０倍以上の高速処理、現行比２５％の
消費電力低減を実現するノード構成技術の研
究開発を実施する。平成２２年度はノード制御
部の基礎設計を実施する。

人件費：153
備品費：304
機器借料：83
管理費等：21

○優れた施策であると判断できるが、事業
採算性を考慮して進捗管理に慎重を期し、
実施すべきである。（奥村直樹議員）

○施策の方向性は重要である。
○新世代ネットワーク用ルータの開発は必要で
ある。
○日本としてアメリカのプロジェクトであるOpen
Flowに国として頼るようなことは問題であり、よ
く検討する必要がある。
○アメリカのプロジェクトに乗ることは日本発の
技術がグローバルになるために重要である。
○新世代のネットワークアーキテクチャ開発の
課題に対応しようとする研究開発として評価で
きる。
○プロジェクトの目的・目標は明確であり、狙っ
ているインパクトの内容も理解できる。但し、市
場規模、市場占有率の予測、投資効果は未知
数。実際に特定企業を強くすることを考えないと
市場競争力は得られない。競争力を得るには
選択と集中を行う方法も必要である。

○現行のネットワークノードの問題点、すなわち高性能
汎用制御部による消費電力の浪費を解決する施策とし
て重要である。
○省電力化に伴うCO2排出削減は内外の緊急の課題
であり、現行比25％の消費電力低減を実現するための
基盤技術を確立すれば、2020年度国内で505万tのCO2
削減効果が期待され、温室効果ガス排出削減による地
球環境問題に貢献する。
○また、現行比10倍以上の高速処理が実現すれば、国
民の利便性が向上する。
○当該技術を活用することにより我が国の国際競争力
が強化されることが期待されるが、競争の激しい分野で
あり国際ベンチマークしつつ進捗管理し、本施策は積極
的に実施すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

A
クラウドサービスを支える高信
頼・省電力ネットワーク制御技
術の研究開発

総務省 980 ○

今後の通信トラヒック増加に伴うネットワークの
消費電力増大に対応し、温室効果ガスの排出
量削減に貢献するとともに、現状のクラウド
サービスが抱える信頼性等の課題を克服し、関
連市場での我が国の国際競争力強化等を図る
ため、本施策を早急に実施することが必要であ
る。
これに対して、グリーンイノベーション推進し、平
成２２年度～平成２４年度の３か年計画により、
通信トラヒックの状況等を踏まえてネットワーク
全体の省電力化を図りつつ、クラウド間の連携
による高信頼なクラウドサービスを実現する
ネットワーク制御技術の確立を図る。平成２２年
度は、これら技術についての基本設計やプロト
タイプ開発、機能検証等を実施する。

人件費：426
機材費：506
管理費：47

○クラウドの信頼性確保は必須であり、実施
すべき施策である。他府省（経産省）の施策
と連携して進めるべきである。特に、関係企
業、機関内の利害調整を含めた効率的な運
営が重要。（奥村直樹議員）
○要求額削減にもかかわらず、民間企業の
積極的参加により、当初目的を達成できると
判断される。(相澤益男議員)
○GHG削減目標が定量的に示されており、
最重要課題へのエントリーも適切と判断され
る。(相澤益男議員)
○市場はルータということですが、市場拡大
できるのか不明です。民間投資を大きくする
ことはよいことです。政府ならではのコーディ
ネーションは意義大。(青木玲子議員)

○研究の重要性は高い。課題も明確である。成
果目標もかなり明確である。
○課題解決のためのアプローチは明確である。
PaaS(Platform as a service)、LaaS(Lending as
a service)へのアプローチも加えれば、さらに戦
略的になる。
○ユーザーにクラウドをどのように導入させる
かが重要である。
○ソフト・ハードの連携を検討するべきである。
○ルータを負荷に応じて稼働部制御するのは
グリーンITと関連するので、省庁間で連携を
計って進める必要がある。
○経産省提案の次世代IT基盤におけるクラウド
の開発と十分に連携をとって進めていただきた
い。ロードマップは明瞭である。
○クラウドコンピューティングの技術が公知でな
いものが大部分であるという点では不透明性が
含まれる。

○急速に市場が拡大しているクラウドサービスについ
て、現状のシステムが抱える信頼性等の課題を克服し、
社会、国民が安心して、信頼性の高いネットワークサー
ビスを利用できる環境を早急に実現する必要がある。
○また、省電力化に伴うCO2排出削減は国内外の緊急
課題であり、クラウド関連のネットワークの省電力化に
対応する必要がある。本技術をわが国のインターネット
に適用すれば2020年には最大約３割の消費電力77億
Kwh（CO2で427万t）の削減効果が試算され、大きな環
境負荷低減効果が期待できる。
○ロードマップは適切に計画されており、民間企業の積
極的参加も期待される。
○ネットワーク機器関連市場で我が国が主要なシェアを
獲得していくためには、民間企業の積極的参加の下、
ネットワーク上の技術的課題を克服し、国際標準化を先
導することが重要である。
○上記必要性等に鑑み、経産省との連携しつつ本施策
は着実に実施すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

S
超高速光エッジノード技術の
研究開発

総務省 630 ○ 革

高速イーサネット等の普及によるネットワークに
おける情報量と消費電力の増大に対応するた
め、平成２２年～平成２３年の２カ年計画によ
り、パケット単位での処理を必要としない高速
宛先切替技術を用いて高速処理（１００Gbps
級）及びメモリレス化による省電力化（加入者系
ネットワークと基幹系ネットワークの中継点であ
るエッジノードの消費電力を約７２％減）を実現
する研究開発を実施する。
平成２２年度は
　・超高速光送受信技術
　・方路切替技術
　・クライアント信号収容技術
の研究開発を実施する。

人件費：103
研究開発備品費：436
機器借料：76
管理費等：15

○重要施策であり、速やかに実施すべきで
ある。但し主に国際競争力の観点から、きめ
細かい進捗の管理が重要。（奥村直樹議
員）

○重要な研究課題である。戦略的分野であり、
積極的に推進するべきである。
○我が国が抱える課題に対応し、トップレベル
の世界的研究開発になるものとして期待でき
る。
○光技術は日本の強いところであり、実製品に
結実する開発になることを期待する。
○総務省委託とNICT委託の研究課題の位置
付けの明確化が必要である。
○現在米国juniper社とかcisco社がやっている
cut-through転送と何を差別化しようとしている
か明確化が必要である。
○市場の動向の精査は必要である。
○研究段階から、産業化するプロセスが不明。
特に市場競争性を高くするための工夫が必要
である。
○標準化戦略を明確にし、実行するべきであ
る。
○NGN（次世代ネットワーク）対応としても妥当
性がある。

○我が国の光通信分野における技術は世界トップレベ
ルの国際競争力を保持しており、日本の光通信インフラ
の構築、国際標準の獲得、国際市場の開拓を目指すこ
とが必要である。
○しかし、光通信技術は日本の得意分野であるとはい
え、技術的難易度、開発リスク、全体で整合のあるイン
フラ開発の必要性のため企業単独で取り組むことが困
難であり、国による一体的推進が必要である。欧州・米
国では国の支援による光スイッチのプロジェクト等が行
われており、国際競争力を確保する上でも重要である。
○本施策のエッジノードは高い省電力性により、2020年
の事業用ネットワーク機器の予測値と比べ、消費電力
約７２％減らし、691万ｔのCO2削減効果が試算され、大
きな環境負荷低減効果が期待できる。
○オール光通信による大容量のデータの高速伝送に資
するネットワーク環境整備は、将来のトラフィック増大に
備えた取り組みである。研究開発成果は、その利用者
である国民の利便性の向上ほか、広く社会で活用され
ることが期待される。
○上記必要性に鑑み、進捗の国際的ベンチマークを行
いつつ、本施策は積極的に実施すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

平成２２年度概算要求における科学技術関係施策（情報通信）（新規案件）



（金額の単位：百万円）

優先度
（原案）

優先度
（最終決定）

施策名 所管
概算

要求額
最重要

政策課題
重点推進

課題
施策の概要

（施策の必要性）
ヒアリング時における有識者コメント（有

識者議員名）
ヒアリング時における外部専門家コメント
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A 光空間通信技術の研究開発 総務省 510

国民生活に必要不可欠である航空測量や衛星
観測において、災害時等におけるより正確な情
報収集のために観測画像の高分解能化が求め
られているところ、それに伴い増大する観測
データを伝送するためには、電波に比べ大容量
通信が可能な光空間通信技術の確立が必要で
ある。
これに対して、災害監視や地球観測等の高解
像度観測システムにより観測された大容量デー
タを伝送することを可能とする光空間通信技術
を確立する。
平成22年～平成24年の3カ年計画
平成22年度は
　・光空間通信プロトコルの開発
　・光移動体通信技術の開発　等
を実施する。

人件費：44
機材費：462
管理費：4

○豪雨などの災害時に役に立つなど意義が
あると考える。研究プロセス、その成果等を
国民に「見える化」しつつ進めるべきである。
（奥村直樹議員）

○国が投資すべき研究課題である。
○基礎的な研究が必要な領域であり、公的な
資金投入に適した領域である。
○ハードウェア開発コストを最小化する配慮が
されており良好。
○研究開発の実施体制については妥当と考え
る。
○衛星からのデータ取得については、今後一
層重要性が増すと考えられるので、市場性は
薄いだろうが、国の事業として評価したい。
○GISのグループ(地理空間情報活用推進会
議)と連携をとり、国民に必要性が分りやすく見
える様にすべき。
○研究実施後の、市場が創生を出口戦略を別
グループで考え推進方法を改善するなど、マイ
ルストーン設定を効果的に行う工夫も必要であ
る。

○災害時において地上回線が使用できない場合に、衛
星や航空機を使い詳細な災害情報を伝達するシステム
が必要とされている。
○また平常時においては地球環境対策のため、森林海
洋等の観測のための高解像度観測システムの重要性
が高まっており、当該データ量の増大に伴い大容量通
信技術の実現が求められている。
○本施策の光空間通信により、電波では実現できな
かった高速大容量通信が可能となり、また、高解像度観
測システムに当該技術が展開され、光通信分野、宇宙
機器産業分野における我が国の国際競争力の強化に
繋がると期待される。
○本施策は、国民が安心して暮らせる社会形成に資す
るものであり、本施策は着実に実施すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

【ユビキタス】

○成果の普及方策と官民の役割分担を明
確にすることが必要である。(奥村直樹議員)

○海外の企業も含めたホームネットワーク技術
の規格化は社会的ニーズがあると考える。
○国が関与することの妥当性を明確に示す必
要がある。
○企業が規格に従うようになる方策を明確にす
べきである。

○通信・放送の融合の典型的な形態であるホームネット
ワークにおいては、国際的な民間フォーラムの果たす役
割が大きく、これらの場において、日本発の技術を国際
標準に盛り込んでいくことが重要である。
○これに対し、本施策による研究開発では、アーキテク
チャーを整理し、その下で、統合された技術を協調・連
携して動作させるための実証実験を行い、そこで得られ
た知見を国際的なフォーラムの中で検討される技術規
格に盛り込んでいくこととしている。
○そのためには、制度改正を視野に入れ、韓国やＥＵな
ど諸外国のように国が主導的に標準化活動の支援して
いくことが重要である。
○一方、市場の動きも活発に変化しているため、その動
向に留意しつつ、国の役割を明確に示すことが重要で
ある。
○加えてその国際規格が世の中で利用されることが重
要であるため、企業が規格に従うようになる方策を明確
にしつつ、本施策を効果的･効率的に実施すべきであ
る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

350 ○

近年、地球温暖化対策へ向けた国際的な取り
組みが積極的に行われている中、家庭での取
り組みも求められており、地球温暖化対策につ
ながるホームネットワークサービスや本サービ
スの実施に必要な技術の規格化が平成２３年
度中に急速に進展する見通しである。この状況
に鑑み、家庭における温室効果ガス削減の取
り組みを推進するため、平成２２年～平成２３年
の２カ年計画により、ホームネットワークに関す
る技術の研究開発を実施する。
平成２２年度は、
・同一ホームネットワークに接続された機器間
の通信等を高効率に制御することによって家庭
内の電力消費の削減を可能とする技術の基本
設計
・同一ホームネットワーク間でサービス・コンテ
ンツを共有できるようにする技術の基本設計
を行う。

●研究開発費  335.6
人件費： 205
機器借料： 24.3
機器試作費： 82.3
管理費： 20.5
●調査研究費： 13

B
環境負荷低減に資するホーム
ネットワーク技術の研究開発

総務省
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最重要

政策課題
重点推進

課題
施策の概要

（施策の必要性）
ヒアリング時における有識者コメント（有

識者議員名）
ヒアリング時における外部専門家コメント

（匿名）

優先度の理由（原案）
（分野としての技術課題等、競争的資金の場合

は、制度面での課題も指摘）

優先度の理由（最終決定）
（分野としての技術課題等、競争的資金の場合は、制

度面での課題も指摘）

【デバイス】

A
高速不揮発メモリ機能技術開
発

経済産業省
NEDO

490 ○

高速かつ複雑な情報処理を行いつつ、機器全
体の低消費電力化を進めるためには、データ
の保持に電力が不要な高速不揮発メモリ機能
を実用化し、搭載した機器の待機電力ゼロを実
現するための研究開発を実施することが必要で
ある。平成２２年～平成２４年の３カ年計画で事
業を実施する。電源オフにしてもデータが保存
され、かつ高速に動作する高速不揮発メモリ機
能を実現する。この技術により、情報処理が必
要な時のみ電力を使用する、バッテリー寿命の
長い省エネ型の携帯情報通信機器の実現を目
指す。

研究人件費：46
事業費：444

○3年間で、300ミリウェハプロセスを実現し
て、確実にメーカーでの量産に繋げるように
進めていくことが必要である。（奥村直樹議
員）

○重要な技術である。
○本研究の重要性は理解できる。
○妥当なプロジェクトだと思われる。
○フラッシュとスピンＭＲＡＭの中間時期をつな
ぐものとして重要である。
○バッテリー負荷を減らすために必要な研究開
発として意義が大きい。
○材料開発なので、ハードルは高い。スケーラ
ビリティも用件に入れるべきである。
○ＲＲＡＭは、失敗（したこと）そのものが知見と
しての成果とも言える側面がある。
○実用化に向けたプロジェクト管理、評価体制
の可視化を希望する。
○日本が世界をリードしていくためには、技術
戦略は必要だが、同時に市場戦略も考え抜か
れたものである必要がある。市場戦略と技術戦
略の相互作用を円滑にする体制についての検
討が必要である。

○国内外で地球環境問題が重視されている中、携帯電
話や情報家電の普及拡大により、電力消費量は年々増
大しており、情報通信機器の省エネ化は重要な課題で
ある。
○情報通信機器の飛躍的な省エネ化を可能とする高速
不揮発性メモリは重要な役割を担う。これまで我が国で
も新たなメモリ機能の基礎研究が進められており、成果
は大学等各研究機関に蓄積されてきている。
○蓄積された研究成果を、高速不揮発メモリの製品化
につなげる研究開発を進め、世界に先駆けて早期に実
用化を図る取り組みは非常に重要である。
○上記必要性等に鑑み、本施策は着実に実施すべきで
ある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

S
低炭素社会を実現する超低電
圧デバイスプロジェクト

経済産業省 2,120 ○

エレクトロニクス機器の低炭素化を進めるに
は、全てのデバイス（動作電圧が通常１V以上）
を、低電圧（０．４V以下）で動作する低電圧デ
バイスに置き換えることが極めて有効であり、
低炭素社会の実現にとって極めて重要である。
新規のナノ機能材料や、新規のナノデバイス構
造を適用した低電圧ナノデバイスを開発するた
め、平成２２年～平成２６年の５カ年計画によ
り、０．４V以下で動作する不揮発・低電圧駆動
デバイスの研究開発を実施する。
平成２２年度は、デバイス単体での基本動作お
よびデバイス集積化のための配線データ等要
素技術・基盤技術を開発する。

人件費：71
機械装置費：1,520
その他経費：235
一般管理費：183
再委託等費：10
消費税：100

○低炭素社会の実現を目指した低電圧デバ
イスの野心的プロジェクト。日本の強みを基
盤にしたものであり、大きな期待を寄せられ
る。（相澤益男議員）
○将来ロジック素子の斬新な要素技術開発
を行う施策である。（奥村直樹議員）
○.「細線化」を超える低消費電力化には新
たなブレークスルーが必要である。（奥村直
樹議員）

11月新規施策

○2020年にCO2を25%削減することを目的とするグリーン

イノベーションへの取組を強化するためには、年々増大
するエレクトロニクス機器、特に電子デバイスの省エネ
化を進めていく必要がある。
○エレクトロニクス機器の省エネ化は電子デバイスの低
電力化がキーとなる課題であり、またデバイスの低電力
化はデバイス産業における主要な国際競争要因となっ
ている。
○本施策で開発するデバイスは、0.4V以下の低電圧動
作を目標としており、デバイスの消費電力は1/10以下に
低減され、エレクトロニクス機器の大幅な低消費電力化
に寄与するものと考えられる。
○本施策は、世界でも優位性のある我が国の技術の実
用化に向けた取り組みであり、我が国のエレクトロニク
ス産業競争力を持続・拡大させるためにも、世界に先駆
けて早期に実施する必要がある。
○上記必要性等に鑑み、技術研究組合等により産学官
の力を結集して、本施策を、積極的に実施すべきであ
る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

【セキュリティ】

A
大規模仮想化サーバ環境に
おける情報セキュリティ対策
技術の研究開発

総務省 522

大規模仮想化サーバ環境を利用した社会経済
基盤は、情報セキュリティ上の課題を残したま
ま発展しつつある。現状の課題を残したまま
サーバ環境の大規模化・集約化が進展した場
合、情報漏えい等の事故の被害が一層深刻
化・拡大し、また、その責任の所在が不透明と
なることが懸念されており、大規模仮想化サー
バ環境におけるセキュリティやプライバシー等
に関する不安を低減する情報セキュリティ対策
技術を確立することが必要である。したがって、
大規模仮想化サーバ環境を利用した社会経済
基盤を安心・安全な状態に保つため、平成22～
24年の3カ年計画により、新たな情報セキュリ
ティ対策の研究開発を実施する。
平成22年度は
・プライバシー保護型処理技術
・セキュリティレベル可視化技術
を実施する。

人件費：330
機材費：133
その他：59

○施策が目指す方向は重要であるが、成果
目標をより具体的に明確にすることが必要
である。(奥村直樹議員)

○課題の重要性は評価できる。
○仮想化サーバのセキュリティが本質的に持つ
特徴を明確にすべきである。
○具体的に何が達成されるかについて、その
内容と見通しを明確にするべきである。
○セキュアクラウドなどの関連施策や関連技術
との関係、差異を明確にするべきである。
○同省内および他府省庁の他の施策との連携
を重視した上で、整合性のある枠組みを構築す
べきである。

○近年、革新的なＩＣＴサービス提供形態である大規模
仮想化サーバの、民間企業等による利活用の進展が見
込まれているが、大規模仮想化サーバ環境は、情報漏
えいの観点から民間企業等への展開が危ぶまれてい
る。
○大規模サーバ環境のセキュリティ対策はクラウド等の
サービス提供者のみならず、サービス提供者にネット
ワーク設備等を提供する電気通信事業者のセキュリティ
対策も合わて行うことが重要であり、十分なセキュリティ
対策が不可欠である。
○したがって、サービス提供事業者、ネットワーク事業
者及び利用者が情報セキュリティ対策を講じるために必
要な技術を総合的に研究開発し、必要なガイドライン、
規則等へ反映していくことが重要かつ急務である。
○また、研究開発の実施にあたっては、実用化可能性
を考えてすでに重要な課題を絞り込んでいる。
○今後、成果を国際市場へ円滑に展開するため、諸外
国における研究開発動向を定常的に調査し、研究開発
に反映していくことが望ましい。
○以上を踏まえて、同省内および他府省庁の他の施策
との連携を重視した上で、本施策の研究開発に着実に
取り組むべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）
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【ソフトウェア】

A
次世代高信頼・省エネ型ＩＴ基
盤技術開発・実証事業

経済産業省 1,253 ○

○ネットワークを通じ、求める情報処理に必要
な資源だけを利用する形態の信頼性・互換性
及びエネルギー効率を向上させ、国民、中小企
業の活用を推進するため、プログラム行数の増
大、生産性・相互運用性の低下、システム障害
の多発と影響の拡大といった課題への対応と
省エネの要請に応える技術開発が必要であ
る。
○そこで、平成22年度～平成24年度の３カ年の
計画により、資金・人材確保が困難な中小企業
にとっても利便性の高い、高信頼・高い互換性
かつ省エネ型のビジネス向け次世代ＩＴ基盤を
構築するソフトウェア技術の開発・実証を行う。
具体的には、次世代ＩＴ基盤について、障害を防
止する技術、利用者が求めるサービスレベル
（省エネ等）に柔軟かつ迅速に対応する技術等
の開発・実証を行う。

・技術開発(８テーマ)　793
・技術実証(３テーマ)　460

○複数の技術開発課題について、それぞれ
の開発目標を定めた上で、クラウドの統合
化技術として研究開発を進めることが必要
である。（奥村直樹議員）

○重要なテーマなので、セキュリティやディペン
ダビリティ等、ハードウェアとの連携が必要であ
る。
○経産省と文科省との連携を進める必要があ
る。
○既存のセキュアなクラウドとの差異を明確に
すべきである。
○統合化技術としての研究開発を進める必要
がある。
○研究の位置づけ、研究対象、定量的なター
ゲットが不明確である。
○安全性が不明である。
○中間フォローアップへの対応が不明である。
○米国企業との競争力について留意が必要で
ある。
○クラウドを構成する各々の研究課題の相互
関係を明確化し、研究目標の定量的指標を作
成する必要がある。

○クラウドコンピューティングは、求める情報処理に必要
な資源、エネルギーを利用する形態で、今後益々発展
が予測されている。
○クラウドコンピューティングの技術は、複数の技術の
統合化技術であり、その構成が重要である。研究開発
を進めるにあたっては、各技術とその目標を同定した上
で、研究開発を実施し、その進捗は国際的な比較を行
いつつ妥当性を検証する必要がある。
○既存のクラウド先進企業は、クラウド構成法を差別化
要因としており、公知にはしていないが、特に海外企業
の動向を確認しつつ、既存クラウドのセキュリティとの差
異を明確にして推進すべきである。
○セキュリティやディペンダビリティ等、ハードウェアに関
わる施策等や、総務省等との連携を実施して、着実に
推進すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

革

○ＣＯ2削減へ対応した省エネ型製品を早期に
市場投入を可能にする等、我が国の製造業及
びソフトウェア産業の国際競争力を強化するた
めには①中小企業の多い我が国組み込みシス
テム関連産業の技術力強化、②組み込みシス
テムにおける国際標準の提案が必要。
○我が国製造業及び中小企業中心の組込みシ
ステム産業の国際競争力を強化するとともに、
高信頼な組込みシステムの開発環境の整備に
より、省エネ型のクリーン製品の高信頼化、開
発期間の短縮化を図ることでＣＯ2削減に寄与
するため、平成22年度～平成24年度の３カ年
計画により、高信頼システム開発手法の開発・
実証事業等を行う。
○具体的には、中小企業でも信頼性・生産性の
高いシステム開発を行えるような開発手法の標
準化、及び、中小ソフトウェア企業等による高信
頼な組込みシステムの技術開発・実証等を行
う。

・中小企業向けのシステム開発手法の標準化
189
・中小ソフトウェア企業等による高信頼な組込
みシステムの開発　911
 -車載制御分野　711
 -情報家電分野　200

○中小企業の組込みソフト開発力を強化す
るための支援は重要であるが、本施策の実
効性には問題あり。(相澤益男議員）
○自動車OS開発に成功している実績を評
価するが、自動車、家電メーカーは、標準化
の経験があるのに対し、ロボット標準化は新
しいので、成功させるためには工夫がいるだ
ろう。グリーンイノベーションへの貢献をはっ
きりさせるべき。多様な中小企業（数とバラ
エティー）の強化策として有用、長期的に全
産業が恩恵を受ける。(青木玲子議員）
○中小企業を含むコンソーシアムの組み方
に工夫が必要。（今榮東洋子議員）
○組込みソフトウェアの国際競争は激しさを
増しており、それを組み込んだ機器性能を
支配する状況になっている。（奥村直樹議
員）
○対象を中小企業に絞ったが、その政策目
標を達成するには、ユーザである機器メー
カーを含めた全体の進捗管理を可能とする
マネージメント体制が重要である。(奥村直
樹議員）

11月新規施策経済産業省 1,100 ○

○組込みシステムは、自動車から情報家電・ロボット等
を構成する主要な電子部品として広がりを見せ、我が国
の製造業、「ものづくり」の国際競争力の源泉である。
○国際競争力を一層強化するためには、中小企業にお
ける組み込みソフトの開発力、とりわけ高信頼性かつ高
生産性のシステム開発手法の強化が重要な役割を果た
すと期待される。
○国の施策として、ソフト開発側と機器開発側の連携を
図り、研究コンソーシアムで一体的に取り組みながら、
効果的・効率的に実施すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

B
中小企業システム基盤開発環
境整備事業
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【研究開発基盤】

次世代スーパーコンピュータ
戦略プログラム準備研究

文部科学省 750

○本当にオールジャパンの体制でやってほし
い。文科省のみならず、総務省系や経産省系と
の連携を進める必要がある。
○外国（米国）のように、知財については、特に
第３国に対しては厳しく管理をしてほしい。
○グランド・チャレンジの意義と戦略プログラム
の意義のすり合わせ及び相互協力による双方
の強化について検討いただきたい。
○また現在の案ではスカラ型に合わせたアプリ
開発が主となっているが、ベクトル型アプリの将
来に関する検討も何らかの方法で行っていただ
きたい。
○現体制は優れていると思われるが、その有
効性は未だ完全には評価し難い。

○次世代スパコンの活用と成果創出を促進するための
体制整備の方策として、本施策は有意義である。本施
策が有効なものとなるよう、利用者から幅広く意見を聴
取するなど関係者コミュニティの活発な活動を確保しつ
つ、事業の進め方の具体化を進める必要がある。
○グランドチャレンジの意義と戦略プログラムの意義の
すり合わせ及び相互協力による双方の強化についてさ
らに検討すべきである。また現在の案では、スカラ型に
合わせてアプリ開発が主となっているが、ベクトル型の
アプリの将来に関する検討も何らかの方法で行う必要
がある。
○次世代スパコンの稼働時に速やかにその活用を開始
できるように、着実に実施することが必要である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

○計算科学技術は計算機上に対象となる現象
を仮想的に再現することで、予測、解析、可視
化等を可能にし、実験や観測あるいは理論的
解析が困難な現象の解明、産業における製品
開発の効率化などに大きく貢献するため、科学
技術の発展や我が国の国際競争力の向上の
ために極めて重要である。次世代スパコン施設
を中核として、我が国の研究開発そのものに革
新をもたらすシミュレーションへの取組と我が国
の計算科学技術に関する研究ポテンシャルの
結集を関係機関の強力な連携の下実現するこ
とは、我が国の計算科学技術の強力な推進に
極めて重要であり、実施する必要がある。（当プ
ログラムは科学技術・学術審議会下の次世代
スーパーコンピュータ作業部会における、次世
スーパーコンピュータの利活用の基本的な方針
（提言）を具体化したもの）
○次世代スパコンの有する性能を最大限活用
し、重点的・戦略的に取り組むべき研究分野に
おいて画期的な成果を創出し、計算科学技術
の飛躍的な発展を図ることを目的に、選定され
た機関（戦略機関）が下記取組を実施する。
○ 社会的・学術的に大きなブレークスルーが期
待できる分野（戦略分野）において達成すべき
目標（戦略目標）を定め、当該目標に沿った研
究開発を推進する。
○ 各戦略分野において、我が国の計算科学技
術推進体制の構築に向けた取組を行う。
○なお、平成２２年度は次世代スパコン稼働
後、速やかに次世代スパコンの性能を発揮させ
るため、２１年度のＦＳ（実行可能性調査）の結
果を踏まえ、戦略プログラムに必要なアプリ
ケーションの開発・整備、計算科学技術推進体
制構築のために必要な人材の確保、関係機関
との協力体制の整備を行い、平成２３年度から
の戦略プログラム本格実施の円滑な移行につ
なげる。

実施予定機関数：５機関
１機関あたりの金額：150百万円
　研究者、ポスドク人件費
　メーカー委託費
　情報基盤センター使用料　　等

○当初ベクトル型が得意とする並列的な処
理が特徴的とされてきたのに、スカラー型の
みになっても「影響が限定的」というのは、ス
トーリーの一貫性がない印象である。(相澤
益男議員）
○ベクトル型が得意とされた戦略課題につ
いて、スカラー型になって「影響が限定的」と
の明快な説明が必要である。(奥村直樹議
員）
○戦略課題と戦略目標の策定に当たって
は、国際的な動向、ベンチマークを行った上
で実施すべき。（奥村直樹議員）

A



（金額の単位：百万円）

見解
（原案）

見解
（最終決定）

施策名 所管
概算

要求額
前年度予算額

最重要政
策課題

重点推
進課題

施策の概要
ヒアリング時における有識者コメント（有識

者議員名）
ヒアリング時における外部専門家

コメント（匿名）

改善・見直し指摘内容（原案）
（分野としての技術課題等、競争的資金の場合は、

制度面での課題も指摘）

改善・見直し指摘内容（最終決定）
（分野としての技術課題等、競争的資金

の場合は、制度面での課題も指摘）

21年度予算額からの増
減の理由

【ネットワーク】

着実
次世代ネットワーク基盤技術
に関する研究開発

総務省
NICT

2,602 2,617 外

超高画質のデジタル動画鑑賞など高
ビットレートサービスを、ネットワークや
端末の種類によらず通信品質や受信
形態を自由に選択しながら安定した品
質でサービスを享受するためには、次
世代ネットワークを実現することが必要
がある。これを実現するため、ユビキタ
スネットワーク社会の基盤となるオール
パケット型の次世代ネットワークを早期
に実現をめざし、平成18年～平成22年
の5ヶ年計画により、その基盤となる技
術の研究開発を総合的に実施する。
平成22年度は
・中国、韓国との国際相互接続検証実
験を実施しアジア地域における連携強
化を行う。
・個別要素技術の国際標準化を精力的
に行う。

事務局ヒアリング 事務局ヒアリング

○次世代ネットワーク(NGN)については、国際的に2010
年までに映像系を中心とした標準化を図ることとしてお
り、我が国技術の国際貢献への取り組みが必要である。
○このため、発展の著しいアジア地域を中心とした連携
を積極的に深めることが重要であり、特に中国、韓国と
の相互接続実験のためのテストベッドの構築など国際展
開を行っている。
○また、既存電話網のIP化が進みつつあることを受け
て、こうしたIP化された実用網を活用して最終年度の実
証実験が計画されており、その成果の結実が期待され
る。
○現在までの国際戦略への取り組み、研究の進捗は順
調であると考えられる。本施策は、電話を中心とした既
存網の代替として今後国民生活の基盤となる重要な課
題であり、引き続き着実・効率的に推進すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

重点的に推進すべき課題と
しての科学技術外交の推
進する資源配分方針を受
けて、継続的に要求した。

着実
新世代ネットワーク基盤技術
に関する研究開発

総務省
NICT

1,756 2,003

現在のネットワークの延長では解決で
きない課題を抜本的に解決し、安全
性・信頼性やエネルギー使用効率にも
優れた将来の社会基盤として利用され
る新たな世代のネットワーク基盤技術
の確立に向け、欧米でも活発な取り組
みが進む中、我が国としても早急に
サービス品質やセキュリティ対策等の
現在のネットワークが抱える課題を抜
本的に解決する必要がある。このた
め、平成２０年度～平成２７年度の８か
年計画により、ＩＰにとらわれない新た
なネットワークアーキテクチャ（基本設
計）の開発・検証を進めるとともに基盤
技術の研究開発等を実施する。
平成２２年度は、引き続き産学官連携
の下、ダイナミックネットワークや仮想
化技術の開発・実証実験・評価等を実
施する。

○研究の意義は分るが、今のインターネットで
は限界があるということを、わかりやすい事例を
用いて説明する必要がある。（奥村直樹議員）
○多くの人の意見が反映されるようにビジョンを
共有する様な形で進めていけば、より適切な形
になることが期待される。（奥村直樹議員）

○日本の国家プロジェクト、未来志向
型研究課題として大変重要である。新
しい方向への活動であることを評価し
たい。
○重要なテーマであるが、もっと広い
ビジョンも検討して欲しい。
○機器間通信において、そのenable
technologyであるユビキタスエネル
ギーネットとかハードウエアの一層の
低電力化,超省エネの短距離無線など
も重要要素である。
○国民目線で新世代ネットワークを説
明し、その重要性が国民に理解され
る必要がある。インターネットの限界と
NGNで出来る事を国民にアピールす
る努力が必要である。

○現在のネットワークでは通信速度や容量に限界があ
り、また、障害発生時の自動修復が困難である等の問
題がある。これらの問題については、既存技術の延長で
対応することが困難であるため、新しい設計思想・技術
に基づく新世代ネットワークの実現が喫緊の課題であ
り、その解決に向けて推進してきている。
○米国FIND,GENI、欧州FP7,GEANT2といったプロジェク
トの中で新しいネットワークの研究開発が行われ、ITU-T
においても検討が始められているとおり、国際的にも重
要性が増している。このため日本の国家プロジェクトとし
てオールジャパンでさらに推進する必要がある。
○なお研究開発に並行して、その成果の国民生活への
効果、影響等について分かりやすく説明することが重要
である。
上記必要性等に鑑み、本施策の研究開発を引き続き着
実・効率的に実施すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

技術革新で世界をリードす
るという視点に重点をおく
資源配分方針の基本的考
え方を踏まえ、本施策に引
き続き取り組むこととし、継
続要求を行った。

3,602 ○

○急速に増大するネットワーク需要増対し、ネットワーク
の高速化大容量化が喫緊の課題である。しかし電気信
号処理の既存技術による対応では限界があるため、
オール光通信システムを実現する、本研究開発は必要
不可欠である。
○本施策は我が国が世界的に優位性を確保している光
通信技術について研究開発を進めているものである。我
が国技術を国際標準とすることにより、国際競争力強化
にも資するものであり、実施する意義は大きい。
○また、省電力化に伴うCO2排出削減は国内外の緊急
課題であり、光パケットスイッチ技術、パケット制御技術
は消費電力をそれぞれ10分の1、100分の1程度の大幅
な省電力化が期待できる。本施策の省電力効果は総合
して2860万tのC02の削減効果と試算されており、大きな
環境負荷低減効果が期待できる。
○これまでの論文発表数、国際標準化への採択、LSIの
開発等、研究開発は順調に推進されており、多くの専門
家が高い評価をしている。
○新規（来年度着手）の課題も重要な要素技術開発と考
える。特に通信容量の増大に貢献しうる光パケットパス
結合ノード技術、革新的光ファイバ技術の研究成果に期
待する。
○昨年度特記事項を踏まえグローバルスタンダード化に
むけて、国際動向を把握し、定量的な目標、特に時期を
精査しつつ積極的に活動していることは評価できる。
○上記必要性等に鑑み、本施策の研究開発を優先して
推進すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

重点的に推進すべき課題と
しての革新的技術を推進す
る資源配分方針を受けて、
該当する本研究開発の着
実な実施に必要な予算を
要求。

革

急速に進展するブロードバンド環境や
映像等のコンテンツ利用の拡大に伴う
ネットワークの大容量化・高機能化に
対応するため、オール光通信システム
を実現する、フォトニックネットワーク技
術に関する研究開発が必要がある。こ
のため平成１８年～平成２６年の９カ年
計画により、ネットワークのオール光化
を目指し、基幹系ネットワーク、加入者
系ネットワーク、ルータ等のネットワー
クノードに光技術を適用する研究開発
を実施する。
平成２２年度は
・光波長ユーティリティ技術
・光波長アクセス技術
・ユニバーサルリンク技術
・広域加入者系光ネットワーク技術
・全光ネットワーク基盤技術
・光パケット・パス統合ノード技術
・革新的光ファイバ技術
・極限光ネットワークシステム技術
の研究開発を実施する。

○2015年までにオール光ネットワーク構成技術
の確立に向けて進めること（奥村直樹議員）
○平成１８年より個々の要素技術は進んできて
おり、高い評価も得ている。これからの技術も順
調に進むだろうし、多くの専門家が意義を認め
ている重要な施策である。但し、わかりにくい内
容であると思うので国民に意義が伝わるような
努力が必要。（奥村直樹議員）

○日本が世界をリードする内容であ
り、我が国の光通信技術の優位性確
保に貢献している。
○研究開発は順調に推進されてお
り、評価されるべきと考えられる。
○研究レベルは高く、日本がリードし
ている。研究の重要性も高い。これま
での研究の成果を国民に説明する必
要がある。
○これまでの研究に２つの成果を上
げている。新規提案の話題も主要な
要素技術開発であり、かつチャレンジ
ングである。成果を期待したい。とくに
光パケットパス結合ノード技術、革新
的光ファイバ技術の研究成果に期待
する。
○これまでの研究の製品としての事
業化例などを明らかにして欲しい。
○新世代ネットワーク[NWGN]研究開
発への貢献と関係の位置づけを明示
化して欲しい。

優先
フォトニックネットワーク技術
に関する研究開発

総務省
NICT

3,749

平成２２年度概算要求における科学技術関係施策（情報通信）（継続案件）



（金額の単位：百万円）

見解
（原案）

見解
（最終決定）

施策名 所管
概算

要求額
前年度予算額

最重要政
策課題

重点推
進課題

施策の概要
ヒアリング時における有識者コメント（有識

者議員名）
ヒアリング時における外部専門家

コメント（匿名）

改善・見直し指摘内容（原案）
（分野としての技術課題等、競争的資金の場合は、

制度面での課題も指摘）

改善・見直し指摘内容（最終決定）
（分野としての技術課題等、競争的資金

の場合は、制度面での課題も指摘）

21年度予算額からの増
減の理由

着実
未利用周波数帯への無線シ
ステムの移行促進に向けた
基盤技術の研究開発

総務省
8,816

の内数
1,821

使い勝手のよい低い周波数帯の逼迫
状況を緩和するために、平成１９年度
～平成２５年度の７カ年計画により、未
利用周波数帯への利用を促進するた
めの研究開発を実施する。
平成２２年度は
　・60GHz帯におけるシリコンCMOSを
用いたベースバンドチップの設計・試作
　・見通し外通信、異システム間干渉回
避が実現可能な近距離無線伝送シス
テムの動作シミュレーション等を実施す
る。

人件費：548
機材費：1,137

○未利用周波数の利用を促進するこの施策は
意義ある課題である。国際競争力の観点から、
欧州などの国際動向への留意と、進捗管理が
必要である。（奥村直樹議員）

○周波数の有効利用は意義あるもの
と思う。成果も明確で着実に実施すべ
き課題である。
○移動通信の次のフェーズにとって３
つとも重要な研究開発課題と考える。
○電波に閉じずに社会的有用性の高
い研究をする発想に欠けている。有
線・無線の融合研究も行うべきであ
る。

○有限な電波を活用し、どのような状況においても高速
ネットワークにアクセスできるような利便性の高いユビキ
タス社会を目指すための研究開発の推進は重要であ
る。使い勝手のよい低い周波数の逼迫状況を緩和する
ため、高性能な無線通信方式の開発として、波長1cm以
下の未利用周波数帯のための研究開発、特にミリ波集
積回路等の無線デバイス技術、損失や干渉等を軽減す
るための要素技術等の研究開発といった、世界的な優
位を確保する成果が得られている。
○以上のことから、研究開発は順調に推移していると考
えられ、移動通信の次のフェーズに重要な研究開発課
題であるため成果出口の明確化に留意しつつ、引き続
き着実・効率的に実施すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

特になし

着実
地上／衛星共用携帯電話シ
ステム技術の研究開発

総務省
8,816

の内数
558

災害時や携帯電話不感地帯等におい
て地上通信が利用できない場合でも、
衛星を利用することにより同一の携帯
端末で通信可能とするために、地上携
帯電話と衛星携帯電話で同一の周波
数帯を利用可能とする周波数有効利
用技術の研究開発を実施する。
平成20年～24年の5カ年計画
平成22年度は
・地上系・衛星系トラフィックの監視管
理技術の開発
　・低サイドローブ技術の開発　等
を実施する。

人件費：15
機材費：780

○国が行うべき施策であり、その必要性などを
国民「見える化」しつつ進めるべきである。（奥
村直樹議員）

○周波数の有効利用は意義あるもの
と思う。成果も明確で着実に実施すべ
き課題である。
○移動通信の次のフェーズにとって３
つとも重要な研究開発課題と考える。
○電波に閉じずに社会的有用性の高
い研究をする発想に欠けている。有
線・無線の融合研究も行うべきであ
る。

○災害時等を含む非定常時でも国民生活、経済活動の
ため、通信が確保されることは重要である。
○本施策では、携帯電話で衛星通信と地上通信を使用
可能にすることで、携帯基地局の障害等においても通信
網の確保を目指し、技術的なブレークスルーとして特に
地上通信と衛星通信の周波数共用技術、地上―衛星間
の干渉回避技術の開発を進めているところ。これまでの
成果として、静止軌道上衛星へ直接アクセス可能な小型
衛星端末と通信技術を実現した。
○平成20年度より地上携帯電話システムと衛星携帯電
話システムで同一の周波数帯域を利用可能とする地上
／衛星共用携帯電話システム技術の研究開発に着手し
ており、研究開発は順調に推移していると考えられる。
○本施策は災害等非常時の対策にとって重要な研究開
発課題であり、今後とも着実・効率的に実施すべきであ
る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

特になし

○我が国の電波利用は、携帯電話などを中心に量・質と
もに拡大する一方、利用可能な電波は深刻な逼迫状況
にあり、有限な周波数を効率的に使う研究開発が必要
である。
○本施策では、次世代移動通信システムや既存の移動
通信システム等も含め、多様な無線移動通信方式を制
御し、周波数や空間等のリソースを最大限に有効活用
する技術に取り組んでおり、柔軟な電波の利用という面
から期待されている。
○これまで、電波強度やネットワーク利用状況等を収
集・管理するネットワークリソースマネージャを開発し、そ
れに基づく無線ルーターを世界に先駆けて開発するな
ど、大きな研究成果が得られている。
○また、昨年の指摘事項等を踏まえ、本研究開発成果
の国際標準化に積極的に取り組むとともに、新たな電波
利用システム及びサービスの研究開発の推進を目的と
して、本年７月新たに設置された「ブロードバンドワイヤ
レスフォーラム」と連携し、ワイヤレスシステムのキラーア
プリケーション等の調査・検討を行っている。
○以上から、研究開発及び国際戦略は順調に推移して
いると考えられ、引き続き着実・効率的に実施すべきで
ある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

特になし

本研究開発は次世代の移動通信シス
テムの基礎技術を担うものであり、多
年の研究開発期間、多額の費用を要
する高リスクかつ市場原理では達成で
きないものであることから、国が主導的
に実施することが必要である。また、携
帯電話のデータ通信量は３年間で４倍
以上に飛躍的に増加しており、今後更
に増加が予想されることから、携帯電
話含むの移動通信のトラヒックの大幅
な増加に対応するため、国が主導的に
周波数利用・逼迫状況を緩和していく
ことが必要である。このため、現在の約
千倍の光ファイバー並みの伝送速度
（10Gbps）を実現するとともに、最適な
システム切替えによる高信頼で効率的
な通信システムを実現するため、平成
２０年～平成２４年に、移動通信システ
ムにおける周波数の高度利用に向け
た要素技術の研究開発を実施する。平
成２２年度は、①光ファイバー並み超高
速通信(現在の約千倍)、②高信頼な通
信協調制御、③電波干渉抑制基地局
に関する研究開発を実施する予定。

人件費：736
備品費：2,596
その他(借料等)：246

○周波数を有効利用する施策は重要な研究課
題であり、国民に役立つように「出口」に留意し
ながら進めるべきである。（奥村直樹議員）

○周波数の有効利用は意義あるもの
と思う。成果も明確で着実に実施すべ
き課題である。
○移動通信の次のフェーズにとって３
つとも重要な研究開発課題と考える。
○コグニティブに関しては国際標準化
にも影響を与えていることも評価でき
る。
○電波に閉じずに社会的有用性の高
い研究をする発想に欠けている。有
線・無線の融合研究も行うべきであ
る。

総務省
8,816

の内数
3,578着実

移動通信システムにおける
周波数の高度利用に向けた
要素技術の研究開発



（金額の単位：百万円）

見解
（原案）

見解
（最終決定）

施策名 所管
概算

要求額
前年度予算額

最重要政
策課題

重点推
進課題

施策の概要
ヒアリング時における有識者コメント（有識

者議員名）
ヒアリング時における外部専門家

コメント（匿名）

改善・見直し指摘内容（原案）
（分野としての技術課題等、競争的資金の場合は、

制度面での課題も指摘）

改善・見直し指摘内容（最終決定）
（分野としての技術課題等、競争的資金

の場合は、制度面での課題も指摘）

21年度予算額からの増
減の理由

【ユビキタス】

ユビキタス・プラットフォーム
技術の研究開発

総務省 地1,032 1,276

重点的に推進すべき課題と
しての革新的技術を推進す
る資源配分方針を受けて、
該当する本研究開発の着
実な実施に必要な予算を
要求。

○我が国は、少子高齢化、環境問題、防災・災害対策、
地域の安心・安全の確保、医師不足、企業の生産性向
上等の様々な社会的な課題に直面しているが、広域
的、効率的な解決策として電子タグ、センサーネットワー
ク等によるユビキタスネットワーク技術の活用に寄せら
れる期待は大きい。
○しかし、これまでに開発された各種関連技術は、目的
別、機能別の個別システムの実現に止まっているため、
これらの要素技術を様々な分野へ応用し、安心・安全な
社会の実現や、幅広い活動における快適性・生産性・効
率性の向上に資するためには、プラットフォーム技術とし
て統一する必要がある。
○これに対し、本施策では、プラットフォーム技術の基礎
設計を完了し、実証実験システムの構築及び基礎実験
を実施するなど、着実に計画通り研究開発を進めてお
り、今後のさらなる進展が期待できる。
○最終年度にあたり、他府省との連携を重視しつつ、総
合実証実験による検証等、着実・効率的に実施すべきで
ある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

事務局ヒアリング 事務局ヒアリング

児童の安全確保、高齢者の健康増進、
地域経済の活性化など、国民生活に
密着した課題を早期に解決し、また、
近年研究開発を強化している欧米等に
対して我が国の国際競争力を保持する
ため、平成20年～平成22年の3カ年計
画により、電子タグやセンサーの情報
が高度に連携して提供される情報通信
サービスシステム（ユビキタスサービス
システム）を実現する共通基盤技術（ユ
ビキタス・プラットフォーム技術）の研究
開発を実施する。このようなユビキタス
サービスシステムの実現には、端末技
術、ネットワーク技術などの極めて広範
な技術を組み合わせる必要があり、相
互接続性を確保することが重要であ
る。したがって、利害が対立する可能
性のある企業が単独で開発することは
困難であり、共通的な基盤技術の開発
に当たり、国が主導して取り組む必要
がある。
平成２２年度は本施策の最終年度にあ
たり、最終目標である生活課題の解決
や企業の生産性向上等を実現するた
め、（１）ユビキタス端末技術、（２）ユビ
キタスサービスプラットフォーム技術、
（３）ユビキタス空間情報基盤技術の各
研究開発の技術課題を確立するととも
に、その成果を見える形として、実際の
ユビキタスサービスを想定したユー
ザー参加型の実証実験を行い、当該
技術の有効性を検証する。

人件費：465
備品費：429
機器借料：85
管理費等：53

着実



（金額の単位：百万円）

見解
（原案）

見解
（最終決定）

施策名 所管
概算

要求額
前年度予算額

最重要政
策課題

重点推
進課題

施策の概要
ヒアリング時における有識者コメント（有識

者議員名）
ヒアリング時における外部専門家

コメント（匿名）

改善・見直し指摘内容（原案）
（分野としての技術課題等、競争的資金の場合は、

制度面での課題も指摘）

改善・見直し指摘内容（最終決定）
（分野としての技術課題等、競争的資金

の場合は、制度面での課題も指摘）

21年度予算額からの増
減の理由

【デバイス】

優先 グリーンITプロジェクト
経済産業省
NEDO

4,000
5,000
(200)

○

情報化社会の進展に伴うＩＴ機器の消
費電力増大に対応するため、革新的な
省エネIT機器の開発及び低消費電力
を目指したクラウドコンピューティング
の技術開発が必要となる。平成２０年
度～平成２４年度の５カ年計画により
事業を実施する。本格的なクラウドコン
ピューティング(サーバー等を持たず
に、インターネットを通じて利用するス
タイル）の中心となるデータセンターの
省エネ技術の開発、サーバー機器や
ネットワーク機器の省エネを図る。産学
官の連携の下で進めている「グリーンＩ
Ｔイニシアティブ」と連携している。

研究人件費：534
事業費：3,466

○ハード・ソフトの広範な技術を統合的に扱うよ
うに、個々のプログラムの進捗管理に細心の注
意を払うこと。（奥村直樹議員）
○このプロジェクトは、プログラムの集合体なの
で、プロジェクトの管理には通常と違う手法を取
る必要がある。工夫して取り組むこと。（奥村直
樹議員）

○重要なテーマである。
○ＳｉＣ、直流給電は重要である。
○開発の加速が必要である。
○国施策の意義は高いと思われる。
○クラウドのグリーン化は重要である
ことは理解できる。
○データセンターを中心としてネット
ワーク、ユーザ機器、データフローを
含めて省エネを考えるべきである。
○一層、省エネ、信頼性、情報セキュ
リティの向上が要求される。
○他の研究テーマと研究費の重複消
費がないように管理が必要である。
○研究開発と普及施策のバランスが
重要である。
○社会へのインプリメンテーションの
方策を考えるべき。
○目標はより可視化すべき。

○世界的に地球環境問題が重視されている中、情報通
信分野における電力消費量は年々増大しており、我が
国のディスプレイ・ストレージ・超高速デバイス等が世界
のトップを走り続けるためには、情報通信機器の「性能
向上」を図るだけでなく、「低消費電力化」を強く打ち出し
ていく必要がある。
○この必要性に対し、個別機器毎の低消費電力化だけ
でなく、本施策にて取り組む、サーバ、ストレージ、ルー
タ、有機ELディスプレイに関する、多数の機器が繋がれ
た「システム全体」を想定した低消費電力化の社会的意
義は大きい。
○平成21年度は、省電力ルータの製品化にも成功して
おり、さらに省エネ技術の社会への展開が期待される。
○今後は、得られた成果を早期に社会へ普及させ、省エ
ネ目標達成に寄与していくことがさらに重要となるため、
本施策を優先し、実施すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

資源配分方針の最重要政
策課題である「グリーンイノ
ベーション」に該当する事業
であるが、ゼロベースで厳
しく優先順位を見直し、機
器の絞り込み、民間機器の
活用等の再検討を行った。
その結果、平成21年度予
算額から減額して要求を行
うこととした。

着実 MIRAIプロジェクト
経済産業省
NEDO

2,850
4,100
(500)

○

半導体の世界最先端の微細化技術開
発は、様々な製品の省エネ化に直結す
る半導体の低消費電力化を実現し、我
が国の情報通信機器産業競争力の強
化と我が国経済社会の発展のために
必要である。
平成１３年～平成２２年の１０カ年計画
で事業を実施する。あらゆる電子機器
の性能・機能を決定づける半導体にお
いて、革新的な低消費電力化と高集積
化・高性能化を実現するために、世界
最先端の半導体微細化技術（波長が
非常に短い極端紫外線を用いた露光
技術、微細化した回路が安定的に動作
するための信頼性向上技術等）を開発
する。

研究人件費：299
事業費：2,551

○光源に関しては、あらゆる知恵を絞って取り
組むことが必要である。（奥村直樹議員）
○最終年度の要求額が大幅に削減されている
が、購入予定の装置をリースとするなどの工夫
で、当初目標を達成できるものと判断される。
（相澤益男議員）
○目標達成に向け「最後の仕上げ」を確実に行
うことが必要である。（奥村直樹議員）

○重要度は高い。
○ＥＵＶを是非成功させてほしい。
○終了時を目指して成果をまとめて
ほしい。
○技術移転、産業展開の方策検討が
必要である。
○今後のビジネスの仕方を考える必
要がある。

○半導体デバイス技術は、情報通信産業のみならず、
あらゆる産業を下支えする基盤技術で、近年は韓国・台
湾等も含めた開発競争が激化している。
○このような状況の中、本施策にて取り組んでいる、半
導体デバイスの作製過程（プロセス）における微細加工
技術は、次世代半導体の国際競争を勝ち抜く先端的基
盤技術であり、我が国の科学技術政策として研究開発
すべき重要な技術である。
○これまでに、配線幅45ナノメートル関連要素技術は、
産業界に確実に移管されており、32ナノメートルに対す
る対応も着実に進められている。
○本施策の最終年度として、配線幅32ナノメートル技術
領域における成果を移転し、産業展開できるよう方策検
討を行いつつ、引き続き、着実・効率的に実施すべきで
ある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

資源配分方針の最重要政
策課題である「グリーンイノ
ベーション」に該当する事業
であるが、ゼロベースで厳
しく優先順位を見直し、機
器の絞り込み、民間機器の
活用等の再検討を行った。
その結果、平成21年度予
算額から減額して要求を行
うこととした。

着実
立体構造新機能集積回路（ド
リームチップ）技術開発

経済産業省
NEDO

革○900
1,200

(975.5)

資源配分方針の最重要政
策課題である「グリーンイノ
ベーション」に該当する事業
であるが、ゼロベースで厳
しく優先順位を見直し、機
器の絞り込み、民間機器の
活用等の再検討を行った。
その結果、平成21年度予
算額から減額して要求を行
うこととした。

○次世代半導体の国際競争を勝ち抜くには、従来より我
が国が強い「半導体デバイス作製プロセスにおける微細
加工技術」に加え、新たな研究開発の軸として「半導体
集積回路（チップ）の立体構造化」が重要であり、欧米等
でもこの開発に取り組んでいる。
○このような状況の中、特に複数種類（異種）のデバイス
による立体構造化の基盤技術開発の社会的・産業的意
義は極めて大きく、国の政策として推進していく必要が
ある。
○本施策は革新的技術「3次元半導体技術」の根幹を
担っていくものであり、今後、産学官を挙げたオールジャ
パン体制での取組に繋げるとともに、革新的技術として
期待される成果を確実に挙げるために、産業化までの
道筋を見据えつつ推進していくことが重要である。
○特に、実施3年目となる平成22年度は実用化に向けた
試作・評価を本格化させるフェーズであり、厳しい国際競
争下において我が国の優位を確実なものとするために、
本施策を着実・効率的に実施すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

○半導体技術の優位性を維持するた
めに必要な研究開発と考えられる。
○３次元集積回路は、半導体集積回
路の今後の重要な方向であり、とりわ
け日本が強みを持つ情報家電の基盤
技術であり、国家的な取組から必要で
ある。
○省エネ・微細化の点で、重要なテー
マである。
○集積度を上げて機能を上げるのは
有望である。
○３Ｄ回路設計技術、３Ｄ SoC設計技
術も同時に重要である。
○知財戦略の明確化が必要である。
○設計手法、設計ツールに関する知
恵が我が国に集積されるよう、知財戦
略を検討していくべきである。
○研究成果の社会還元の仕組みと体
制作りが望まれる。
○ＦＰＧＡが主たるターゲットであると
いうことは、市場の期待として不十分
でないか。
○産業競争力をつけるために、アプリ
ケーションを明確化していく必要があ
る。
○デバイス応用の一般的な重要性は
理解するが、新しい構造によるキラー
アプリの想定が弱い。

半導体の高機能化要求に応えることが
可能な革新的デバイスを創出すること
は、我が国の情報通信機器産業競争
力の強化と我が国経済社会の発展の
ために必要であるため、平成２０年度
～平成２４年度の５カ年計画で事業を
実施する。
配線の長さが短くなること等により、こ
れまでの半導体では実現できなかっ
た、小型化、高速化、大容量化、低消
費電力化等を図ることが可能な新たな
半導体構造を有する三次元半導体を
開発する。

研究人件費：82
事業費：818

○要求額の削減にもかかわらず、当初の目標
を達成できるものと判断される（相澤益男議員）
○3つのサブテーマの進捗状況、国際的ベンチ
マーク等の情報により、きめ細かいプロジェクト
運営が重要である（奥村直樹議員）



（金額の単位：百万円）

見解
（原案）

見解
（最終決定）

施策名 所管
概算

要求額
前年度予算額

最重要政
策課題

重点推
進課題

施策の概要
ヒアリング時における有識者コメント（有識

者議員名）
ヒアリング時における外部専門家

コメント（匿名）

改善・見直し指摘内容（原案）
（分野としての技術課題等、競争的資金の場合は、

制度面での課題も指摘）

改善・見直し指摘内容（最終決定）
（分野としての技術課題等、競争的資金

の場合は、制度面での課題も指摘）

21年度予算額からの増
減の理由

着実
次世代プロセスフレンドリー
設計技術開発

経済産業省
NEDO

578 690 ○

様々な製品の省エネ化に直結する半
導体の低消費電力化を推進するため、
微細化する半導体の生産性向上を図
ることが必要である。平成１８年～平成
２２年の５カ年計画で事業を実施する。
半導体の微細化に伴い、複雑・精緻化
する製造過程における半導体の不具
合の発生可能性の高まりを、設計段階
で抑制・回避するための設計手法を開
発し、システムLSI（大規模集積回路）
の生産性向上を図る。

研究人件費　115
事業費　463

事務局ヒアリング 事務局ヒアリング

○半導体集積回路は、今やあらゆる機器に組み込まれ
ており、半導体の低消費電力化は、様々な製品の省エ
ネ化に直結する。
○省エネ半導体の普及のためには、本施策にて取り組
む、製造工程を考慮した効率の良い設計技術等の開発
を行い、早期に配線幅45ナノメートルプロセスの新規ＬＳ
Ｉ設計の生産性を向上させることが必要となる。
○本施策の最終年度として、本技術開発で得られた配
線幅45ナノメートル技術領域での製造技術を、確実に産
業展開し、省エネ効果の高い半導体のいち早い普及を
促進するため、引き続き、着実・効率的に実施すべきで
ある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

資源配分方針の最重要政
策課題である「グリーンイノ
ベーション」に該当する事業
であるが、ゼロベースで厳
しく優先順位を見直し、機
器の絞り込み、民間機器の
活用等の再検討を行った。
その結果、平成21年度予
算額から減額して要求を行
うこととした。

着実
次世代大型低消費電力ディ
スプレイ基盤技術開発

経済産業省
NEDO

520
445

(944)
○

家庭の電力消費のうちテレビは約１０%
を占めており、パソコンの普及と相まっ
て、ディスプレイにおける消費電力の急
増への対応が急務である。特にテレビ
を始め大画面ディスプレイは、近年急
速に普及していることから、大画面・高
精細・高画質でありながら大幅な低消
費電力を実現する技術開発を推進する
ことが必要である。平成19年度～平成
23年度の５カ年計画で事業を実施す
る。新材料や新たな製造プロセス技術
等の開発に総合的により、低消費電力
型の大型液晶ディスプレイ、プラズマ
ディスプレイの実現を目指す。

研究人件費：58
事業費：462

○要求額の削減による研究計画の変更はない
との説明であるが、当初の目標の達成について
は多少の疑問点がある（相澤益男議員）
○液晶、PDPとも競争力確保にはむしろ加速対
象である。予算削減の制約で目標を変えないの
であれば推進管理体制が重要である（奥村直
樹議員）

○日本のＴＶ産業が生き残っていくた
めの重要な施策である。
○国際競争力を維持するための重要
な課題だと考える。
○企業競争力強化策として意味があ
る。
○実業に近い目標を達成する重要な
研究と思われる。
○ＬＥＤバックライト等省エネ化技術の
成果も出ており、重要性は高い。
○今後の国際競争で勝ち抜くには更
なる工夫が必要と考えられる。
○技術のブレークダウンと個々の目
標の明確化が必要である。

○世界的に地球環境問題が重視されている中、テレビ
の消費電力は家庭内の消費電力の約10％を占めてお
り、テレビの消費電力削減は、重要な課題となっている。
○我が国のディスプレイ技術は国際的にトップレベルで
あるが、近年は諸外国による追い上げが激しく、国際的
には必ずしも優位性があるとは言えない状況にある。
○このような状況の中、我が国のディスプレイが国際競
争力を維持していくためには、民間主導でも取り組まれ
る「高精細化」等だけでなく、本施策にて取り組む、大型
ディスプレイの「低消費電力化」を強く打ち出していくこと
が必要であり、その基盤技術の開発は重要である。
○本施策では、液晶ディスプレイで従来比1/2以下、プラ
ズマディスプレイで従来比2/3以下の低消費電力化を目
標としており、確実に実現されることが期待される。
○上記重要性等に鑑み、早期に大型ディスプレイの省
電力化目標を達成し、国際競争力を拡大するため、本施
策を着実・効率的に実施すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

資源配分方針の最重要政
策課題である「グリーンイノ
ベーション」に該当する事業
であり、省エネ化を加速す
るため平成21年度予算額
から増額の要求を行ってい
るが、ゼロベースで厳しく優
先順位を見直し、機器の絞
り込み、民間機器の活用等
の再検討を行い、増額分を
可能な限り削減した。

【セキュリティ】

着実
ネットワークセキュリティ基盤
技術の推進

総務省
NICT

750 1,021

安心・安全なICT利活用環境を実現す
るため、高度化・巧妙化を続ける情報
通信セキュリティに対する脅威に対応
した情報セキュリティ技術基盤の確立
が必要かつ喫緊の課題である。これに
対し、セキュリティ対策の高度化を図
り、我が国の高度情報通信ネットワー
クの安全性及び信頼性を確保するた
め、平成18～24年の7カ年計画により、
情報セキュリティに関する基盤技術の
研究開発等を実施する。
平成22年度は、
・インシデント分析の広域化・高速化技
術に関する研究開発
・マルウェア対策ユーザサポートシステ
ムの研究開発
・通信プロトコルの健全性評価に関す
る研究開発
を実施する。

○実用化を進めることが重要であり、その過程
を組織的に把握する仕組みは重要である。（奥
村直樹議員）

○安全な通信環境を作るという重要
な課題である。
○セキュリティ研究として、従来のフ
レームワークを超えた提案になってい
る。
○民間のセキュリティサービス会社と
の連携が大切である。
○民間との役割分担や民間移転スト
ラテジー等、研究成果を実際に社会
で活用するための方策を検討すべき
である。
○国際的な取組も示していくことが重
要である。

○ネットワークに関する被害が深刻化している中、ネット
ワークを不正アクセスの脅威等から守り、国民一人一人
が安心して利用できるようにするために、情報セキュリ
ティ基盤技術の研究開発を一層積極的に推進し、継続
的にセキュリティ対策の高度化を図ることが必要不可欠
である。
○本施策は、セキュリティ研究として従来のフレームワー
クを超えた提案で、これまでも着実に成果が得られてい
る点は評価できる。
○ネットワークの脅威は時々刻々と変化しており、その
多様性および複雑性に対応するためには、国と民間企
業が役割分担しつつ、対策を講じていくことが重要であ
る。
○今後は、民間移転ストラテジー等、研究成果を実際に
社会で活用するための方策を検討するとともに、国際的
な取組も強化しつつ、本施策による研究開発を着実・効
率的に実施すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

基礎研究の強化等を推進
する資源配分方針を踏ま
え、戦略重点科学技術「世
界一安全・安心なIT社会を
実現するセキュリティ技術」
に該当する研究課題の着
実な実施に必要な予算を
要求。

着実
スパムメールやフィッシング
等サイバー攻撃の停止に向
けた試行

総務省 547 596

ボット感染PCによる被害を低減させる
ためには、効率的にポット感染PCを特
定し、ボットの駆除及び再感染防止を
行うための基盤技術の確立が必要で
ある。したがって、ボットに感染したPC
からボットを駆除し、再感染を防止する
するために、平成18年～平成22年の5
カ年計画により、ボット感染PCからの
攻撃を効率的に捕捉し、ボット感染PC
の特定と注意喚起を実現するための試
行を経済産業省と共同で実施する。
平成２２年度は
・ボット感染PCからの攻撃を捕捉する
システムの運営及び改良
・ボット感染PCからの攻撃情報をもとに
ボット感染PCを特定しISPに注意喚起
のための情報を提供するシステムの運
営及び改良
・ボット駆除プログラム配布及び注意喚
起設備の運営及び改良
等を実施する。

人件費：317
機器借料：211
その他：19

事務局ヒアリング 事務局ヒアリング

○近年のスパムメールによる被害額は年間５０００億円
超との推計もあり、サイバー攻撃の脅威は増加の一途を
辿っている。
○特にボットネットに起因するサイバー攻撃が大きな社
会問題となっている。
○この問題に対し、ボットプログラムを削除するソフト
ウェアを配布・適用するためのシステムを構築し、引き続
き注意喚起を行うとともに、効率的にウイルスを収集して
新たな感染手法にも対応し、日本をボット低感染率世界
一に導くなど着実な成果を上げているだけでなく、対象
事業者及び対象感染ユーザの拡大にも努めており、そ
れらの点は評価できる。
○今後も、関連府省との連携の下、継続的かつ安定的
な運用を行うとともに、本事業の民間移行に向けた調整
やガイドラインの作成、本事業で得られた知見や取組の
国際的な紹介、新たな検体収集方法の検討、検体収集
範囲と感染通知者の拡大等を着実・効率的に実施すべ
きである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

基礎研究の推進等を推進
する資源配分方針を踏ま
え、戦略重点科学技術「世
界一安全・安心なIT社会を
実現するセキュリティ技術」
に該当する研究課題の着
実な実施に必要な予算を
配分。



（金額の単位：百万円）

見解
（原案）

見解
（最終決定）

施策名 所管
概算

要求額
前年度予算額

最重要政
策課題

重点推
進課題

施策の概要
ヒアリング時における有識者コメント（有識

者議員名）
ヒアリング時における外部専門家

コメント（匿名）

改善・見直し指摘内容（原案）
（分野としての技術課題等、競争的資金の場合は、

制度面での課題も指摘）

改善・見直し指摘内容（最終決定）
（分野としての技術課題等、競争的資金

の場合は、制度面での課題も指摘）

21年度予算額からの増
減の理由

一定の行政目的が達成さ
れる等の一部の事業につ
いて、縮小が妥当と判断
し、予算の減額要求を行っ
た。また、所期の効果は発
揮されているものの、更な
る効率化の余地がある等
の一部の事業について、縮
小が妥当と判断し、予算の
減額要求を行った。

着実
企業・個人の情報セキュリ
ティ対策促進事業

経済産業省 702
757

(300)

情報セキュリティの組織的な体制整備
と情報セキュリティの問題に対する研
究開発等の技術的対策を推進するた
め、以下の事業を実施。
・国民・企業が情報家電や情報システ
ム等を安心して利用可能とするための
革新技術の開発
・電子署名法に基づく電子署名制度の
運営等を実施
・技術ノウハウや顧客情報等の漏えい
を防止するため、組織マネジメント強化
のためのガイドライン等の整備
なお、企業が情報セキュリティ対策を実
施する上で抱える問題を解消するた
め、必要となる基準やガイダンス等を
整備し、企業の組織的な情報セキュリ
ティ対策を促進することは重要である。
また、複雑化・高度化した攻撃が増加
傾向にあるため、アクセス制御、認証
技術等の新たな情報セキュリティに係
る研究開発を実施する必要がある。

（１）組織的情報セキュリティ対策促進
事業　120
（２）技術的情報セキュリティ対策促進
事業
・高信頼性のIT製品・ソフトウェアの普
及　522
・電子認証基盤の構築　60

事務局ヒアリング

着実
コンピュータセキュリティ早期
警戒体制の整備事業

経済産業省 971 1,214

事務局ヒアリング

○ネットワークに接続されたデジタル機器の誤動作や停
止は、人の生命や社会の信用・財の損失につながりか
ねない重大な危険性を有している。
○しかしながら、企業の基本的な情報セキュリティ対策
レベルは全体的に向上しつつあるものの、企業間で格
差が拡大しているとともに、情報セキュリティ対策を戦略
的に捉えようとする企業が少なく、負担感等も増加して
いる。
○このような状況に鑑み、本施策では、企業における情
報セキュリティガバナンスの確立に向け、各種ガイダン
スを公表し、情報セキュリティに係る根本的な問題解決
等を図るための中長期的な視点に立った研究開発を実
施するとともに、我が国において国際水準のセキュリティ
評価を実施するための体制を整備するなど、意義有る取
組ができており、その点は評価できる。
○今後は、社会的、経済的及び技術的ニーズを有識者
や専門機関等の知見・経験を活用して特定し、常に最新
の方向性を示しつつ、新しい脅威への対応にウエイトを
一層シフトした研究開発を着実・効率的に実施すべきで
ある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

外

コンピュータウイルスや不正アクセス等
の脅威は企業や国民のIT利活用を妨
害し、このような手口は日々巧妙化し
ており、こうした被害を抑制するため、
以下の事業を実施する。
・コンピュータウイルスや不正アクセス
等の対策相談
・国民や中小企業等に情報セキュリ
ティ対策実施を促す普及啓発
・国内外の関係機関との連携による外
国製ソフト等の安全性向上の実現
なお、国内の脆弱性関連情報に関する
届出は増加傾向にあることから、国内
外の関係機関との連携を強化し、迅速
かつ適切に脆弱性情報を提供するた
めの体制を整備する必要がある。
また、不正アクセス行為による被害等
を防止するため、国内外の関係機関と
連携し、情報収集機能を強化し、迅速
な警戒情報を発信する必要がある。
さらに、情報セキュリティに係る被害の
防止、局限化を図るためには、一般利
用者等に対し、普及啓発活動を実施す
る必要がある。

（１）不正アクセス行為等対策業務
　　　444
（２）脆弱性情報の調整・支援及び国際
連携業務　349
（３）情報セキュリティに関する調査及
び普及啓発事業　179

外

一定の行政目的が達成さ
れる等の一部の事業につ
いて、縮小が妥当と判断
し、予算の減額要求を行っ
た。また、所期の効果は発
揮されているものの、更な
る効率化の余地がある等
の一部の事業について、縮
小が妥当と判断し、予算の
減額要求を行った。

事務局ヒアリング 事務局ヒアリング

○情報セキュリティに係る新しい脅威は日々発生し、脅
威の「見えない化」が進むとともに、金銭・機密情報取得
などを目的とした攻撃も増加するなど、脅威そのものの
多様化に加え、攻撃側の手法もさらに複雑化・高度化し
ている。
○この攻撃の増加に対し、国内外のコンピュータセキュ
リティインシデント対応機関との連携により、情報セキュ
リティ問題に関する最新情報を収集、調査し、一般利用
者や企業に対して対策情報を適切に公表することが重
要である。
○本施策では、国内外の関連機関との連携により、ユー
ザやシステム管理者への防御に関する知見の提供、脆
弱性情報等に関する調査と対策の公表、ボットの活動抑
制・停止に向けた調整、情報セキュリティの重要性を訴
える普及啓発等を実施しており、その点は評価できる。
○また、若年層のセキュリティ意識の向上と優秀なセ
キュリティ人材の早期発掘・育成を目的としたセキュリ
ティキャンプの開催に加え、情報セキュリティ人材の育成
に寄与する民間の取組を適切な形で推進しており、人材
育成プロジェクトとしても期待できる。
○今後も、関連府省との連携の下、人材不足の解消に
向け、各地方における指導者の育成に新たに取り組む
などの検討を進めつつ、着実・効率的に実施すべきであ
る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）



（金額の単位：百万円）

見解
（原案）

見解
（最終決定）

施策名 所管
概算

要求額
前年度予算額

最重要政
策課題

重点推
進課題

施策の概要
ヒアリング時における有識者コメント（有識

者議員名）
ヒアリング時における外部専門家

コメント（匿名）

改善・見直し指摘内容（原案）
（分野としての技術課題等、競争的資金の場合は、

制度面での課題も指摘）

改善・見直し指摘内容（最終決定）
（分野としての技術課題等、競争的資金

の場合は、制度面での課題も指摘）

21年度予算額からの増
減の理由

【ソフトウェア】

着実
オープンソフトウェア利用促
進事業

経済産業省
IPA

540 540

○ＩＴシステムの調達コスト削減、開発
効率の向上及びＩＴ市場における健全
な競争環境を構築するためには、オー
プンな標準の導入促進が必要である。
○誰もが利用できる標準化されたソフ
トウェア（オープンソフトウェア）の普及
のため、政府や自治体などが情報シス
テムの調達を行う際に参照すべき技術
的なガイドラインの作成・普及やオープ
ンソフトウェアの相互運用性・信頼性の
評価・認定を行う。その際には、欧州と
の相互認証に取り組む。

・事業費　540

事務局ヒアリング 事務局ヒアリング

○我が国のソフトウェア分野強化のために必要な施策で
あり、オープンスタンダードの普及に向けた取組を今後
も進めるべきである。
○高度ＯＳＳ開発人材育成のため、我が国発のＯＳＳプ
ラットフォーム・Ｒｕｂｙの性能向上への開発支援（高速
化、高信頼化など）、国際標準化支援等の取組は、開発
力強化、利活用の促進にも欠かせない重要な項目であ
る。
○「連携プログラム技術評価制度」を開始し、６０製品を
評価・公開、オープンライセンスによるＩＰＡフォントの公
開、ＯＳＳモデルカリキュラムの策定等を行っている点
は、「ソフトウェアの共有化、部品化、データ形式の標準
化に向けた取組として重要である。
○成果の普及強化に向けて、電子政府等でのOSS利用
を想定し、政府等における公平なＩＴ調達のための技術
参照モデル（ＴＲＭ）を策定し、実証的評価に基づき、より
具体的で使い易くする観点でリバイスし、政府調達など
の活用に供するよう、しっかりと進めることが重要であ
る。
○上記の点に留意しつつ、早期に実利用につながるよう
着実・効率的に実施すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

最重要政策課題や重点的
に推進すべき課題のため
の基盤的課題（規格・基準
の推進）への対応として、
継続要求した。

着実
システムエンジニアリング実
践拠点

経済産業省
IPA

849 845

○システムは、経済社会のインフラそ
のものとなり、重要性が増大しつつあ
り、トラブルの続発等を防止するための
システムの品質・信頼性の確保が必
要。
○また、多種多様なニーズ、国際競争
力の確保の観点からシステム開発の
高効率化、生産性向上が必要。
○信頼性の高いソフトウェアやシステ
ムの開発効率を向上させる実践的な
工学的手法（ソフトウェアエンジニアリ
ング）を産学官が連携して研究し、標準
的な手法として普及する。

・事業費　849

○ソフトウェアの信頼性を上げることに関して、
拠点でデータベースを構築するだけではなく、そ
の成果の普及に努めることが重要である。（奥
村直樹議員）

○次世代社会システムのため、社会
的、国際競争の上で有意義である。
○ソフトウェア信頼化について、達成
度評価尺度を明確にして、進度を示
すこと。
○標準化の着地点を早期に明確化す
ること

○我が国にとって、組込みソフトウェア分野における高
信頼性ソフトウェアは、次世代社会基盤としての必要性
が高く、国際競争にも有意義で、社会的意義は大きい。
これまでに、車載ソフトへの注力による成果があったが、
その「横展開」として、情報家電、ロボット等にも展開しつ
つある。
○ソフトウェアエンジニアリングセンター（ＳＥＣ）によりソ
フトウェアエンジニアの産学官の連携を深め、ソフトウェ
アの信頼性、品質、生産性の向上に努め、また国際標
準化の取組みを行っている。
○「システムエンジニアリング」の名称については再考の
余地がある。
○本施策については国際標準化戦略や展開戦略につ
いて継続的に検討を行いつつ、着実・効率的に実施すべ
きである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

最重要政策課題や重点的
に推進すべき課題のため
の基盤的課題（規格・基準
の推進）への対応として、
継続要求した。

一定の行政目的が達成さ
れる等の一部の事業につ
いて、縮小が妥当と判断
し、予算の減額要求を行っ
た。また、所期の効果は発
揮されているものの、更な
る効率化の余地がある等
の一部の事業について、縮
小が妥当と判断し、予算の
減額要求を行った。

事務局ヒアリング 事務局ヒアリング

○情報セキュリティに係る新しい脅威は、「見えない化」
が進むとともに、多様化、複雑化・高度化している。
○この問題に対し、ウイルスの性質・特徴について分析
を行い、ユーザへの注意喚起を迅速に行うとともに、脆
弱性情報に関する危険性・緊急対応性等の分析、技術
的・組織的対応に関する情報提供、データ収集・分析、Ｉ
Ｔセキュリティ評価・認証制度に係る認証機関の運営、
電子政府推奨暗号の安全性の監視等、多面的に事業を
実施しており、これらの点は評価できる。
○今後、関連府省との連携の下、これらの成果を踏まえ
たさらなる技術開発等を着実･効率的に実施すべきであ
る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

着実
情報セキュリティ対策基盤整
備事業

経済産業省
IPA

1,159 1,195 外

コンピュータウイルスや不正アクセス等
の脅威は企業や国民のIT利活用を妨
害し、このような手口は日々巧妙化し
ており、こうした被害を抑制するため、
以下の事業を実施。
・コンピュータウイルス等の届出受付、
分析
・ITセキュリティ評価・認証制度に係る
認証機関の運営
なお、進化するコンピュータウイルス等
の脅威の方向性を推測し、情報セキュ
リティの在り方を検討するための情報
提供を行う必要がある。
また、複雑化・高度化した攻撃が増加
傾向にあるため、情報処理に関する安
全性及び信頼性の確保等に寄与する
技術開発を実施する必要がある。

（１）コンピュータウイルスに関する調査
分析・研究開発事業　200
（２）脆弱性情報の受付、収集及び分析
事業　200
（３）情報セキュリティ総合研究事業　48
（４）ITセキュリティ評価・認証制度運用
事業　192
（５）暗号技術評価・調査等事業　155
（６）先端的情報セキュリティ研究開発・
調査等事業　364



（金額の単位：百万円）

見解
（原案）

見解
（最終決定）

施策名 所管
概算

要求額
前年度予算額

最重要政
策課題

重点推
進課題

施策の概要
ヒアリング時における有識者コメント（有識

者議員名）
ヒアリング時における外部専門家

コメント（匿名）

改善・見直し指摘内容（原案）
（分野としての技術課題等、競争的資金の場合は、

制度面での課題も指摘）

改善・見直し指摘内容（最終決定）
（分野としての技術課題等、競争的資金

の場合は、制度面での課題も指摘）

21年度予算額からの増
減の理由

【ヒューマンインターフェース及びコンテンツ】

着実
革新的な三次元映像技術に
よる超臨場感コミュニケー
ション技術の研究開発

総務省
NICT

1,133
1,139
(938)

○ 革

真にリアルで、人間にやさしく、心を豊
かにするコミュニケーションを可能にす
るため、眼鏡なしで映像を立体的に表
示する三次元（立体）映像技術を、「立
体音響技術」、「五感情報（感触、香り
等）伝達技術」、「感性情報（情感、雰囲
気等）認知・伝達技術」等の超臨場感コ
ミュニケーション技術と一体的に研究
開発する。
平成22年度の実施内容は下記のとお
り。
・電子ホログラフィ技術：視域角の拡大
による基本検証。
・高画質裸眼立体映像表示技術：液晶
表示素子の特性改善
・超並列再生型立体映像技術：多並
列・像再生型立体テレビシステムの実
現
・超臨場感コミュニケーション（立体音
響技術、五感情報伝達技術等の要素
技術を融合したコミュニケーションシス
テム）：基礎検討

事務局ヒアリング 事務局ヒアリング

○3次元映像技術は、全く新しい概念のコミュニケーショ
ンを実現し、産業分野だけでなく時代の要請にあったラ
イフスタイルの創出に繋がる「革新的技術」である。
○本施策では、「UNS研究開発戦略プログラムⅡ」を踏
まえたロードマップの検討も進めつつ、世界初の立体映
像技術など、着実に成果を上げており、今後のさらなる
進展が期待される。
○さらに、３次元映像技術を社会へ普及させるための研
究開発を行うとともに、民間企業や研究機関、大学の有
識者等200を超える会員で結成されているフォーラムを
介して脳科学者・心理学者や多数の事業者と密な連携
を図りつつ、産学官連携での研究開発や実証実験、セミ
ナー等による情報交換を実施している点は高く評価でき
る。
○また、多視点映像の分野において、フォーラムを介し
て、積極的に国際標準化に寄与している点は特筆に値
する。
○今後は、新しいアイデアが出やすい環境が作られてい
るフォーラムの場を活用し、社会イノベーションにつなが
るオールジャパンでの研究体制を維持しつつ、超臨場感
コミュニケーション技術の研究開発を着実･効率的に実
施すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

重点的に推進すべき課題と
しての革新的技術を推進す
る資源配分方針を受けて、
該当する本研究開発の着
実な実施に必要な予算を
要求。

所要の効果が発揮されて
いるが、実証分野の開発等
を効率化することにより減
額要求を行った。

事務局ヒアリング 事務局ヒアリング

○サービス産業全体の生産性の底上げのために、資本
力のある大企業だけでなく、中小企業でも導入可能な、
サービス生産性向上のための基盤技術モジュールを開
発することが重要であり、それに対する期待も大きい。
○本施策では、要素技術のプロトタイプを開発しつつ、
サービス現場における実証実験や、データベースの標
準化を図るための実証事業を実施しており、サービス工
学研究、実証の個別の観点ではなく、相互に連携する形
で実施されている点については評価できる。
○今後は、さらなる相互連携強化のため、学識者、企業
実務トップ、個別研究会参加者等から構成される情報連
絡･推進会議を設置し、本施策による事業のPDＣAサイ
クルが効率的･効果的に機能するよう定期的なモニタリ
ングを実施しつつ、研究開発及び実証を着実・効率的に
実施すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

着実
ITとサービスの融合による新
市場創出促進事業

経済産業省 800 1,500
一部地
一部革

日本経済の７割近くを占める重要産業
であるサービス産業の生産性向上は、
我が国にとって急務の課題。この課題
の解決のため、勘や経験に頼りがちな
サービス産業に、客観性のある科学
的・工学的なアプローチを幅広く導入す
るための環境整備としての技術開発が
必要である。したがって、サービス産業
の生産性向上のため、平成２１年度～
平成２４年度の４カ年計画により、 情
報技術等の要素技術の適な組み合わ
せによるサービス工学の基盤技術を開
発するとともに、社会的課題の解決等
に必要な新たなサービスの創出に向け
た研究を実施する。
平成２２年度は、
・大規模データの統計的分析技術やシ
ミュレーション技術を中心とする顧客モ
デルの生成・活用のための技術開発
・社会的課題の解決が必要な分野にお
けるサービスモデルの実証
等を実施する。

○　サービス工学研究
・　事業費：243
○　社会的な分野における実証
・ 1件あたり事業費186×３分野

優先 一部社
ユニバーサル音声・言語コ
ミュニケーション技術の研究
開発

総務省
NICT

1,455
(985)

1,543

コミュニケーションのグローバル化が進
む中、言語・文化にかかわらず、またシ
ステムの介在を意識することなく、いつ
でも、どこでも、だれもが必要な情報に
容易にアクセスし、互いの円滑なコミュ
ニケーションを可能とするため、平成20
年～平成24年の５カ年計画により、音
声・言語に関する研究開発を実施す
る。なお、現在日本の翻訳性能の技術
レベルは世界的に高い水準にあるが、
近年研究開発を強化している諸外国に
対し我が国の国際競争力を保持する
ためにも、音声・言語に関する研究開
発を加速することが必要である。
平成２２年度は以下の技術の基本設
計・試作を行うとともに、その機能検証
を実施する。
　・ネットワーク上に分散する翻訳情報
の活用や翻訳結果の学習機能により、
多分野で対応可能な自動音声翻訳技
術
　・ネットワーク上から自動収集した大
量の文章を分析、構造化して言語辞
書、用例辞書を作成する技術
　・言語と言語の相関関係、関連性を
体系化する技術
　・多言語への対応を可能とする技術

「社会還元加速プロジェク
ト」を重点的に推進するとし
ている資源配分方針を踏ま
え、同プロジェクトに認定さ
れている「言語の壁を乗り
越える音声コミュニケーショ
ン技術の実現」の着実な推
進に必要な予算を要求。

事務局ヒアリング

○国際化が進む中、諸外国、特にアジア圏の人々との
直接対話により相互理解を深める必要性がますます大
きくなっており、そこで最大の問題となる言語の壁を打破
することは喫緊の課題である。
○観光庁では、インバウンド観光による観光客の数を２
０１６年までに２０００万人にすることを目標としており、そ
の急激な観光客の増加に対応するためには、コミュニ
ケーションを支援する研究開発と国交省との連携を加速
させることが急務である。
○本施策による研究開発は、社会還元加速プロジェクト
の推進に大きく寄与するものであり、その研究開発にお
いて社会還元加速プロジェクトと密に連携して着実な成
果を上げつつ、補正予算を活用して前倒しの計画で音
声翻訳サービスの実証実験を進めている点は高く評価
できる。
○また、プロバイダー、キャリアベンダー等の民間会員を
含むフォーラムを設立して国の技術の底上げを促すとと
もに、サービス化に向けたコスト等についても検討を進
めている点は特筆に値する。
○今後、研究成果の普及をさらに加速するためには、研
究開発と実証実験を一体的に行いながら技術を高めて
いく必要があり、この点を踏まえて、多言語化の拡張、
相互運用等に関する研究開発及び実証を優先して実施
すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

事務局ヒアリング



（金額の単位：百万円）

見解
（原案）

見解
（最終決定）

施策名 所管
概算

要求額
前年度予算額

最重要政
策課題

重点推
進課題

施策の概要
ヒアリング時における有識者コメント（有識

者議員名）
ヒアリング時における外部専門家

コメント（匿名）

改善・見直し指摘内容（原案）
（分野としての技術課題等、競争的資金の場合は、

制度面での課題も指摘）

改善・見直し指摘内容（最終決定）
（分野としての技術課題等、競争的資金

の場合は、制度面での課題も指摘）

21年度予算額からの増
減の理由

【ロボット】

○少子高齢化社会が急激に進んでいる日本では、高齢
者の増加と労働人口の減少が問題になっており、サービ
スロボットによる自動化、省力化が必須である。
○生活空間、交通環境、移動環境、野外環境、生産分
野などでロボットが人と共存するためには、信頼性、確
実性、安全性等の確保が必要である。
○早期の実用化を達成するため、本施策では、個々の
ロボットの知能化・認識処理技術の研究開発を進め、実
証実験を進めており、評価できる。
○サービスロボット分野は、日本が国際的に優位に立っ
ており、その国際競争力の一層の強化と、国際標準化
のために、国が主導して研究開発を進める必要がある。
○総務省が研究開発するユビキタスネットワークロボット
関連施策等、他の府省と十分に連携しつつ、早期の実
用化のため本件施策を優先して推進すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

革新的技術を推進する資
源配分方針を受けて、継続
要求した。平成２１年度に
行う中間評価の結果に基
づき、類似の機能の開発技
術を統合するなどの重点化
をする予定であり、予算削
減を行った。

優先
次世代ロボット知能化技術開
発プロジェクト

経済産業省
NEDO

910 1,350 革

○市場が完全に立ち上がっていない現
状においては、民間企業等が単独で基
盤技術を開発することは困難である。
基盤技術開発によるロボット開発コスト
の低減といった効果は、社会全体に貢
献し、社会的効用が私的効用を上回る
ため、国が先導する必要がある。さら
に、基盤技術整備においては標準化を
推進することが重要であるため、民間
企業等が単独で開発するよりも国が先
導する必要がある。
○日常生活、野外活動、交通移動など
の状況が変わりやすい環境下ではロ
ボットの信頼性・確実性を確保できない
ことがボトルネックとなり、ロボットの使
用条件や用途が大きく限定されてい
る。そこで、ロボットが確実に生活支援
等の作業を遂行するためのソフトウェ
アを各種「知能化基盤」として組み合わ
せ等が可能となるよう開発する。これ
により、ニーズの高い知能化・認識処
理技術の研究開発を重点的に行うこと
で、より幅広い用途と人間共存環境で
の次世代ロボットの実用化を加速させ
る。

事業費：892
研究開発管理費：18

優先 550

高齢者・障害者（チャレンジ
ド）のためのユビキタスネット
ワークロボット技術の研究開
発

総務省 739
健
革

○急速に進む少子高齢化社会において、独居老人等が
安心して暮らすためには、部屋などに埋め込まれたユビ
キタスセンサシステムとロボットの活用が重要である。
○個々のロボットによるサービスと共に、それらの複数
のロボットをユビキタスネットワークと組み合わせること
により、遠隔地とのコミュニケーションや、見守り、また遠
隔の複数ロボットを協調させることによる多様なネット
ワークサービスの実現し、生活の質を大幅に向上させる
ことが可能となる。
○サービスロボット分野は、日本が国際的に優位に立っ
ており、その国際競争力の一層の強化と、国際標準化
のために、国が主導して研究開発を進める必要がある。
○経産省が研究開発している複数の単体ロボットを用い
て実証実験を行うなど、他の府省と十分に連携しつつ、
早期の実用化のため本件施策を優先して推進すべきで
ある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

○高齢者や障害者は、「親和性」が重要であ
る。(奥村直樹議員）
○高齢者向け、障害者向けと言っても、障害者
本人とサポートする人ある。いきなり障害者が
使うものを考えるのではなく、まずは家族を支援
することにより、できること、できないことを確認
することが重要である。（奥村直樹議員）

○実証実験までに達成しなければな
らない要素技術を明確化し、着実に
研究を推進すべきである。
○ユーザの使いやすさを重視して実
施すべしデある。
○ユーザの負担（物理的、心理的）が
少なくなるように十分な配慮が必要で
ある。
○介護ロボットではなく、介護労働支
援ロボットの方が重要である。
○出口イメージとして、具体的なロ
ボット製品や手法を明らかにすべきで
ある。

○病院・介護施設における人材不足等
の問題に対応するとともに、近年研究
開発を強化している欧米、韓国に対し
て我が国の国際競争力を保持する必
要があるため。
○少子高齢化社会における様々な社
会的課題等の解決に資するため、ユビ
キタスネットワーク技術との一層の融
合を図りつつ、B2Bサービス（商業施設
などにおける案内や情報提供等）から
B2Cサービス（家庭内における見守り
や生活・介護支援等）まで、特に高齢
者や障害者（チャレンジド）を対象とした
ロボットサービスに必要な機能を実現
可能とするための技術の研究開発を行
う。
○平成22年度は以下の技術等の開
発・試作を行うとともに、自宅、病院等
の6箇所から任意の2地点間を選択し、
見守り・外出支援等6種類のサービス
連携について初期実験及び評価を実
施する。
　・複数ロボットの管理制御技術
　・外界情報（Web・環境センサ・会話）
から利用者の状況や行動を予測し、行
動シナリオを生成する技術・視線・しぐ
さ・表情から、利用者の意図や感情を
推定する技術

研究開発人件費：94
研究開発用機器購入費：628
管理費等：17

○人と接触するロボットは2通りある。例えば、
障害者本人と、サポートする人。どちらを対象に
するか、きちんと説明することが必要であり、
各々に応じた、持つべき機能や安全性などが重
要である。（奥村直樹議員）

○順調に推移している。
○経産省と総務省と実効のある連携
を進めてほしい。
○プロジェクトを分類しロードマップが
必要である。
○ダイナミックな計画の見直し、調整
がされていることを確認してほしい。

重点的に推進すべき課題と
しての革新的技術を推進す
る資源配分方針を受けて、
該当する本研究開発の着
実な実施に必要な予算を
要求。



（金額の単位：百万円）

見解
（原案）

見解
（最終決定）

施策名 所管
概算

要求額
前年度予算額

最重要政
策課題

重点推
進課題

施策の概要
ヒアリング時における有識者コメント（有識

者議員名）
ヒアリング時における外部専門家

コメント（匿名）

改善・見直し指摘内容（原案）
（分野としての技術課題等、競争的資金の場合は、

制度面での課題も指摘）

改善・見直し指摘内容（最終決定）
（分野としての技術課題等、競争的資金

の場合は、制度面での課題も指摘）

21年度予算額からの増
減の理由

【人材】

○競争的資金制度面としては、若手・女性研究者支援、
独創的研究の積極的な採択、早期交付、地域活性化へ
の取組、切れ目のない資金供給、運用の弾力化、不正
防止の取組など制度改革への積極的な取組が継続して
見られる。
○独立した配分機関への制度移行については、その課
題の整理等について、早期に検討を行うべきである。
○また、情報通信分野は他の分野と比較してその進展
が速いことから、プログラムの戦略方針と研究開発目標
についても2～3年ぐらいで定期的な見直しをしていくこと
が必要である。
○今後とも、本施策の成果をより一層高められるよう、
上記の点に留意し、政策目標や具体的成果を引き出す
ための体制等について継続的に検討を加えつつ、着実・
効率的に実施すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

「絶え間ないシーズが発掘
されるよう基礎研究および
国際競争を勝ち抜ける高度
産業人材育成を強化する」
や「地域イノベーション人材
力や地域の特性を活かした
技術開発を強化」などの資
源配分方針に従い、22年度
も引き続き情報通信技術
（ICT）分野における研究開
発課題を広く公募して、新
たな革新的技術の発掘を
図る。

一部地
一部革

　総務省が平成20年６月に定めた情報
通信技術（ＩＣＴ）分野の戦略的な重点
研究開発目標を達成するため、民間負
担では為し得ないリスクの高い独創
性・新規性に富む研究開発課題を大
学・企業や地方自治体の研究機関など
から広く公募し、外部有識者の評価委
員による選考評価の上、研究費（研究
機材の調達に限らず、労務費に係る経
費なども計上可能）を最大３ヶ年度（毎
年度、評価委員による継続評価の上、
継続可否判断を行う。）支援する。これ
により、研究開発実施者に主体性のあ
る先端技術の研究開発を実現する。
　なお、地域産業の再生や雇用拡大に
よる地域活性化にも資するため、本施
策は中小企業に様々な優遇措置を講
じる中小企業技術革新制度（日本版
SBIR）対象となっている。

１課題あたりの金額（直接経費）：5～50
　＋間接経費：直接経費の３割以内
実施予定課題数：135
その他（評価・経理検査などの経費）：
132

事務局ヒアリング 事務局ヒアリング着実
戦略的情報通信研究開発推
進制度

総務省 1,806 2,179

○我が国の国際競争力に関わる深刻
な課題として、ＩＴ人材の不足が指摘さ
れており、産学連携による実践的かつ
高度な教育拠点の形成が産業界を中
心として強く求められている。
○複数の大学及び企業が連携し、質
の高い教育体制による高度ＩＴ人材を
育成する拠点を形成する。
平成22年度は、
・融合型高度ＩＴ人材育成拠点（新規）
・セキュリティ人材育成拠点（継続）
・拠点間教材等洗練事業（継続）
を実施し、企業等で求められる複合領
域への理解力を有する高度ＩＴ人材の
育成を図るとともに、拠点の教育成果
の普及展開を図る。

・融合型高度ＩＴ人材育成拠点
１拠点あたりの金額：100百万円
選定予定件数：２
・セキュリティ人材育成拠点
１拠点あたりの金額：78百万円
選定件数：２（19年度選定済）
・拠点間教材等洗練事業　184百万円

着実
先導的ITｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ等育成推
進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

文部科学省

○IT分野における高度な専門性を有する人材の確保
は、我が国が今後のIT化社会において国際的な競争力
を持ち、かつ、その優位性を維持していく上で必要かつ
喫緊の課題である。また、特定の大学・大学院だけでな
く、全国の大学・大学院および産業界においてもこのよう
な専門性の高い教育が受けられるよう、高度なIT教材を
整備することも合わせて重要である。
○産業界との連携が緊密に行われ、これまでの取組に
対する評価も高いが、今後人材育成プロジェクトとして真
の成果を発揮するためには、本プロジェクト終了後、本
施策の成果が大学教育および社会人教育に根付き、継
続的に高度IT人材の輩出とIT教材の更新が続けられる
ような仕組みとして定着させることが重要で、国立大学
の場合には、中期計画との関係を整理しつつ実施すべ
きである。
○融合型高度IT人材育成については、実現性や必要性
を考慮して融合分野の範囲を十分に検討し、国際比較
を行いながら本施策を進めるべきである。
○従って、今後は、その成果の定着に向け、大学機関、
経済界と協力し、制度や体制作りについても検討を深め
つつ、高校生（受験生）を含めた国民への認知度を高
め、我が国の国際競争力強化につながる人材育成に向
けて、引き続き、着実・効率的に実施すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

540
895

(960)

○IT分野における高度な専門性を有
する人材の確保は、我が国が今後の
IT化社会において国際的な競争力を
持ち、かつ、その優位性を維持してい
く上で必要かつ喫緊の課題である。ま
た、特定の大学・大学院だけでなく、
全国の大学・大学院および産業界に
おいてもこのような専門性の高い教育
が受けられるよう、高度なIT教材を整
備することも合わせて重要である。
○産業界との連携が緊密に行われ、
これまでの取組に対する評価も高い
が、今後人材育成プロジェクトとして
真の成果を発揮するためには、本プ
ロジェクト終了後、本施策の成果が大
学教育および社会人教育に根付き、
継続的に高度IT人材の輩出とIT教材
の更新が続けられるような仕組みとし
て定着させることが重要で、国立大学
の場合には、中期計画との関係を整
理しつつ実施すべきである。
○融合型高度IT人材育成について
は、実現性や必要性を考慮して融合
分野の範囲を十分に検討し、国際ベ
ンチマークを設定しつつ本施策を進め
るべきである。
○今後は、その成果の定着に向け、
大学機関、経済界と協力し、制度や
体制作りについても検討を深めつつ、
高校生（受験生）を含めた国民への認
知度を高め、我が国の国際競争力強
化につながる人材育成をすべきであ
る。

○人材育成をいろいろとされているが、継続と
横への波及が大切である。(奥村直樹議員）

国際競争力を勝ち抜ける高
度産業人材育成を強化す
るという資源配分方針を受
けて要求した。なお、ソフト
ウェア分野の人材育成拠
点（6拠点）への支援が21年
度で終了するため、減額要
求となっている。



（金額の単位：百万円）

見解
（原案）

見解
（最終決定）

施策名 所管
概算

要求額
前年度予算額

最重要政
策課題

重点推
進課題

施策の概要
ヒアリング時における有識者コメント（有識

者議員名）
ヒアリング時における外部専門家

コメント（匿名）

改善・見直し指摘内容（原案）
（分野としての技術課題等、競争的資金の場合は、

制度面での課題も指摘）

改善・見直し指摘内容（最終決定）
（分野としての技術課題等、競争的資金

の場合は、制度面での課題も指摘）

21年度予算額からの増
減の理由

【その他】

着実 民間基盤技術研究促進制度 総務省 1,500 2,600

民間の基盤技術研究を支援することに
より、新しい技術体系をもたらし、新規
市場の創出等中長期的に様々な波及
効果をもたらす知的資産の形成が見込
まれる。

継続案件9件

事務局ヒアリング 事務局ヒアリング

○競争的資金制度面としては、直接経費の費目間流用
の弾力化など、制度改革への積極的な取組が昨年度に
継続して見られる。
○幅広い分野の15名の外部の構成員からなる民間基盤
型評価委員会を開催して採択評価を行っており、透明性
の確保等改善の努力が見られる。
○本施策は、これまでも民間活力による将来の通信・放
送基盤技術の発展のための技術シーズの創出にも貢献
してきた実績があり、将来の我が国の技術分野での競
争力向上に資するものとなるよう、着実・効率的に実施
すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）

特になし

着実
地球温暖化対策ICTイノベー
ション推進事業
[競争的資金]

総務省 390 ○

地球温暖化対策は国際的に喫緊の課
題であり、我が国は 『2020年に二酸化
炭素の排出量を1990年比で25％削減
する』という中期目標を国際公約とし
た。この高い目標を着実かつ早期に実
現するためには、資金や英知を緊急か
つ大規模に注力がすることが必要不可
欠であるが、緊急かつ長期的展望に
沿った技術開発を推進していくことは
民間には大きなリスクが伴うとともに、
短期的に直接の利益につながらない。
そこで、本施策では独創性や新規性に
富み、大規模かつ効率的な二酸化炭
素の排出量の削減が見込まれる情報
通信技術（ICT）分野のシステム化技術
を大学・企業や地方自治体の研究機関
などから広く公募（21年度から23年度
までの3回）し、外部有識者の評価委員
による選考評価の上、事業化や実用
化の可能性を検証する研究費（研究機
材の調達に限らず、労務費に係る経費
なども計上可能）を最大３ヶ年度（毎年
度、評価委員による継続評価の上、継
続可否判断を行う。）支援する。
なお、地域産業の再生や雇用拡大によ
る地域活性化にも資するため、本施策
は中小企業に様々な優遇措置を講じる
中小企業技術革新制度（日本版SBIR）
対象となっている。

１課題あたりの金額（直接経費）：30～
100
　＋間接経費：直接経費の３割以内
実施予定課題数：7
その他（評価・経理検査などの経費）：
26

○課題採択の判断基準を明示することは重要
である。（奥村直樹議員）
○中小企業の採択も重要である。（奥村直樹議
員）
○ＣＯ２削減効果の評価は、申請者の主張だけ
に頼らず、他の意見も参考にしつつ行うべきで
ある。（奥村直樹議員）
○地球温暖化対策という大きな課題に対して、
予算規模は小さいため、事業の特徴を絞り込む
ことが重要である。（奥村直樹議員）

572

○事業の社会的意義は高い。
○着実な成果が出る提案を採択すべ
きだが、中には大胆な提案も含まれる
べきである。
○必要な研究だが評価が難しい。
○各プロジェクトについて、実際のＣＯ
２削減効果を示すべきである。
○大きなＣＯ２削減には大きなシステ
ムを対象にする必要があり、そのため
には予算が少ないのではないか。
○グリーン関連の技術については、
経済産業省、総務省2省の連携を図
るのが望ましい。

グリーンイノベーションの実
施を目指す資源配分方針
を受け、22年度も引き続き
温暖化対策に資する情報
通信技術（ICT）分野におけ
る研究開発課題を広く公募
して、新たな革新的技術の
発掘を図る。

○ＩＣＴ機器の効率的な利活用により２０１２年度に１９９０
年度の日本のＣＯ２排出量の３％削減が可能との試算
があり、この分野の研究開発の推進、技術の実用化に
より、日本が求められているＣＯ２削減量及び得られた
成果の国際展開による国際貢献への寄与が期待され
る。
○この観点から、本施策はCO2削減に寄与する提案を
積極的に受け入れているが、一方で、今まで考えられて
いない画期的な新技術の発掘に繋がる可能性も期待さ
れる。
○本施策において、他の施策との関係を考慮した上で、
地球温暖化対策技術として研究開発終了後比較的早期
（2年程度）の実用化･事業化の可能性を有するものを中
心にボトムアップで募集し、実用化･事業化により達成で
きるＣＯ２排出削減量等、具体的かつ多面的な評価基準
を設定し、かつ、多様な評価手法により課題選考してい
る点は評価できる。
○また、切れ目のない研究資金供給のため、他府省も
含めた競争的資金制度による研究実績を評価できるよ
うな評価観点を設定していることも重要である。
○今後は、他府省との連携を図りつつ、本施策は着実・
効率的に実施すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥村直樹議員）
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